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はじめに 
当研究所は、福岡市の政策シンクタンクとして、時宜を得たテーマを設定し、

社会の変革を捉えた都市戦略を構想し、市民社会に資する研究を行って

います。 

都市の成長と市民の生活の質をいかに向上させていくのか、という福岡

市の命題に対し、2018 年度は目覚ましい技術革新のなか、人が中心の未

来社会に技術がどのような役割を果たすのかを課題に、「Society 5.0」

というテーマに取り組みました。翌 2019 年度は自然災害が頻発するな

かで、どのように災害に強いまちづくりを行っていくのかを課題に、「外国

人の防災」というテーマに取り組みました。 

技術革新や自然災害の頻発化、さらには人生１００年時代の到来という社

会変革に加えて、今年度は特に、新型コロナウィルス感染症による社会・経

済への深刻な影響と、それによってもたらされた私たちの日常生活の

数々の変化に直面する機会が多くありました。このように先が見通せない

時代にあっても、イノベーションを生み出すことのできる活力ある都市で

あり続けるために必要なものとは何なのでしょうか。本研究は、変化を恐

れることなく自ら課題を発掘し、変化を活かしながら新たな価値を創出す

る人々の豊かな発想や可能性の拡大と、それを支える創造的で革新的な

取り組みではないかと考えました。 

そこで着目したのが、「ダイバーシティ・ネクスト」というアプローチです。本

研究では、「ダイバーシティ・ネクスト」を従来の属性のダイバーシティより

も深化した概念、すなわち、人の挑戦を促すコトや価値観を包含した多様

性であり、人々の習慣・暮らし・学び・愉しみなどにおいて多様であること、

また、その多様な選択肢が存在することとして定義づけています。報告書

では、多様なキャリア形成・スキル習得、文化的活動、次世代の能力・素養

の育成を取り上げ、３つの章でそれぞれの議論を行いました。「ダイバーシ

ティ・ネクスト」が実現されることで、そこから生み出されるアウトプットに

も多様性と深みが加わると考えます。 

社会が大きく変化するなかで、私たちは自ら考え選択し、変化へ対応して

いくことがますます求められていると言えます。本報告書がその手掛かり

になれば幸いです。 

 

2021 年 3 月 

公益財団法人 福岡アジア都市研究所 
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11.. 背背景景  

11..11.. 未未来来予予測測のの難難ししいい時時代代にに求求めめらられれるるもものの  
11)) ココロロナナ、、環環境境危危機機、、技技術術革革新新、、人人生生 110000年年時時代代……  

2020 年は、新型コロナウィルス感染症の世界的な拡大が社会・経済に深刻な影響を与え、
今後数年間は感染症との共存生活が予想されている。また、2020 年 10 月には、政府が 2050
年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラルを宣言し、改
めて気候危機に対する認識が共有された。こうした危機と福岡市のイノベーションは決し
て無関係ではない。変化のスピードや複雑さから、将来を見通すことが難しい時代において、
自ら課題を発掘し、新たな価値を創出するための、創造的で革新的な取り組みがますます求
められる。 
また、技術革新等の社会変化にしなやかに対応し、かつリードする存在となるためには、

イノベーションは欠かせない。さらには、人生 100 年時代においては、人生がマルチステ
ージ化し、生涯に経験する世の中の変化、例えば、産業の構造変化や新陳代謝が想定される。
そうした時機に応じて転職したり新たな知識の習得に投資したりといった柔軟な人生選択
が個々人に求められるのである。その際に必要なのが、変化に対応するのみならず、変化を
活かして活躍する、人々の豊かな発想や可能性の拡大である。 

 
22)) イイノノベベーーシショョンンのの定定義義  
社会では、コロナ禍から以前の生活に戻るのではなく、より良い社会の構築（Build back 

better）に向けた動きが活発化している。例えば、コロナ禍における臨時休校時には、国内
のみならず全世界で、継続した学びを確保するため、多様な対策が講じられてきた。そうし
たなか、単に遠隔で学習が継続できるという特性にとどまらず、デジタル技術は、児童生徒
一人ひとりの学習状況や理解度を把握する、個々の関心に沿った学習を促すなど、非常時に
おける課題解決ツールとしてではなく、新たな価値の創造につなげる学習としての可能性
を見出されてきている（図 0-1）。 
イノベーションは、新しい切り口、モノ・コトの新結合、革新技術などと表現されること

が多いが、上述のように、課題の解決にとどまらず、社会に新たな価値をもたらすことが現
代のイノベーションに求められると考える。本研究では、福岡市が、より良い社会を目指す
ため、課題解決から価値創出までを担う新しい切り口、モノ・コトの新結合としてイノベー
ションを捉える。このイノベーションを生む都市に求められる「何か」を探ることこそが、
本研究の目的である。 
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1.2. イノベーション都市の特徴 
1) 世界のイノベーション都市とイノベーション創出の要因 
では、イノベーションを常に創出する都市とはどのような都市であろうか。イノベーショ

ン都市の特徴を把握するため、国際的な都市ランキングにおいて、イノベーション度の高い
都市がどのような特徴を持っているか検討を試みる。ジョーンズラングラサール（JLL）の
「イノベーション都市」、2thinknow の「Innovation Cities」、 森記念財団の「世界都市総合
力ランキング」の研究・開発分野（イノベーション指標を中心とした分野）を見ると、いず
れのランキングにおいても、ニューヨーク、東京、パリ、ロンドンなどの各国の首都や経済
首都がランキング上位に並んでいる。都市の多様性や文化度など、規模の大小に依拠しない
指標が採用される一方で、GDP、従業者数、国際コンベンション件数（世界都市総合力ラ
ンキングより）、研究開発費、ベンチャーキャピタル投資（イノベーション都市より）など、
都市の規模によって左右される指標も多く用いられることがランキング結果に影響しうる。
また、人口経済規模が大きいほど、多様な人々が集まる可能性や文化的活動への予算配分も
大きくなり、結果として、首都などの主要な都市が総合的に高い評価を得ることも考えられる。

 一方で、首都でもメガシティでもない都市として(公財)福岡アジア都市研究所(URC)が提
示する「第 3極の都市 i」にあたる中規模都市でもランキング上位に位置づけられる都市も
ある。メルボルン、ミュンヘン、シアトルなどがそうだ（図 0-2）。これらイノベーション
評価の高い中規模都市は、どのような特性を有しているのだろうか。 

                                                      
i URC『「第 3 極」の都市 2019』 http://urc.or.jp/3rd-axis-2019-report 

図図  00--11  課課題題解解決決かからら価価値値創創出出へへ（（イイメメーージジ））  
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図図  00--22  世世界界ののイイノノベベーーシショョンン都都市市ラランンキキンンググ  

出典：それぞれのランキングのウェブサイトより抜粋 

 
（（11））メメルルボボルルンン  
（（市市内内人人口口 1166万万人人、、市市域域外外人人口口 443366..99万万人人((11))））  
メルボルンは、雑誌『エコノミスト』が毎年発表する「最も住みやすい都市ランキング」

において常に上位を維持し、2011 年からの 5 年で市内総人口は 45%増加し(2)、域内総生産
（GLP）は、2009 年からの 10 年間で 52%増加するなど(3)、著しい都市の成長が伺える。
また、留学生や移民に対して寛容で、多様性をポジティブにとらえる傾向がある(4)。外国生

森記念財団「世界都市総合力ランキング」 

JLL イノベーション都市 

2thinknow 「Innovation Cities」 
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まれの人口は年々増加し、2016 年時点で市内人口の 55.7％が外国生まれという多国籍性の
強い都市である(2)。また、市の産業を見ると、金融・保険業、専門・科学・技術サービス業、
情報メディア通信業などに強みを持ち、それら産業を支える専門職が、産業分類別就業割合
で全体の 18%と最も多いことも特徴的である(3)。さらに、留学生等を中心に、伝統的に起業
風土があり、起業により生まれた小さなビジネスを経済の主要な一つと捉えている。起業を
促す要素として、教育、住みやすさ、ネットワークが認識されており、グローバル化、知識
経済の進展、人材の確保に力を入れている(4)。 

 
（（22））ミミュュンンヘヘンン  
（（市市内内人人口口 114466..44万万人人、、市市域域外外人人口口 114411..55万万人人((11))））  

BMW を筆頭に自動車産業で栄え、自動車関連の下請け業者間のネットワークが根付いて
いる(5)。金融都市としての顔を持ち、バイエル州立銀行、アリアンツ（保険）、ミュニック・
リー（保険）などが本拠地を置く。また、欧州特許庁、ドイツ特許商標庁、連邦特許裁判所、
ドイツ税関産業財産権センターなどの機関のほか、ヨーロッパにおける知的財産問題研究
の中心機関であるマックス・プランク研究協会が所在するなど、知的財産保護の中心地とし
ても知られる(5)。米 IBMは、ワトソン IoTセンターをミュンヘンに設置することを決めた
理由として、産業に近いこと、大学や技術のノウハウがあること、専門的なスキルを持つ人
材がいることなどを挙げており(6)、人材および産業の集積がグローバル企業にとって魅力と
なっていることがわかる。 
 
（（33））シシアアトトルル  
（（市市内内人人口口 7711..44万万人人、、市市域域外外人人口口 333355..33万万人人((11))））  
ボーイング創業の地として航空宇宙産業クラスターが形成され、1990 年代以降は、マイ

クロソフトやアマゾンなどの IT 企業が成長し、IT 産業の従事者が航空宇宙産業を上回る
など（2015 年時点）(7)、IT 産業の成長が著しい。近年では、Googleを皮切りに、Facebook、
Apple、Twitter などを含む多くのグローバル企業が技術開発拠点をシアトルに設置すると
ともに(8)、AI スタートアップの創出と、それらの企業を支援するベンチャーキャピタル（VC）
やインキュベーション活動も活発である(7)。また、シアトルは、教育拠点としても高い評価
を受ける。25 歳以上人口の 63％が 4 年生大学を卒業しており、アメリカ国内で最も高い
教育水準を誇る(9)。その中心に位置付けられるワシントン大学は、最大規模の研究開発およ
びインキュベーション体制を整え、IT 産業への人材供給源となっている(7)。 

 
これら 3 つの都市では、産業の集積と人材育成の 2 点に共通項が見られる。つまり、イ

ノベーション力の高い都市では、多様な国・地域から産業や人材が集積し、それとともに都
市の多様性が生まれている。この場合、どちらがどちらに影響を与えたかという因果関係ま
では不明であるが、何らかの多様性が影響を及ぼしていることが示唆される。これを裏付け
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るように、ボストンコンサルティンググループ（BCG）とミュンヘン工科大学が実施した
ダイバーシティがイノベーションに与える影響を分析した調査においても、同様の傾向が
明らかとなっている。「多様な産業で働いた経験」、「多様な国籍」、「豊富なキャリアパス」
の 3 点が、イノベーション創出に強く影響を与えることが示されている（図 0-3）(10)。一
方で、従来のダイバーシティの一指標である「年齢」においては、マイナスの影響が示され
ている。 
国籍などのダイバーシティがイノベーションを生むことは広く論じられてきているが(11)、

ここで注意したいのは、上記で明らかとなったダイバーシティは、国籍などの属性の多様性
だけではなく、様々な産業や人々の知識ならびにキャリアパスがイノベーションに影響を
与えるということである。経済産業省のダイバーシティ 2.0 においても、形式的・部分的な
ダイバーシティではイノベーションが起こらないことが指摘されている(12)。女性や外国人
が組織内に存在するというだけでは、イノベーション効果はなく、多様な人材が活躍できる
ガバナンスや経営戦略への組み込みが必要であるという。性別や国籍などの属性によるデ
モグラフィ型のダイバーシティに加え、スキル・経験によるタスク型のダイバーシティも示
されており、イノベーションを生むダイバーシティの概念自体を定義しなおすことが求め
られる。 
 

 
図図  00--33  イイノノベベーーシショョンンにに影影響響をを与与ええるるダダイイババーーシシテティィ 44 次次元元((1100))  

出典：The Boston Consulting Group 
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2) 日本・福岡のイノベ―ション評価
このように、イノベーションの創出には「新たなダイバーシティ」の必要性が示唆される

が、同様の指標軸で福岡市を見るとどのように映るだろうか。国内では、都市の産業創発力
を比較する試みとして、野村総合研究所の「成長可能性都市ランキング」がある。「多様性
を受け入れる風土」「創業・イノベーションを促す取り組み」「多様な産業が根付く基盤」「人
材の充実・多様性」「都市の暮らしやすさ」「都市の魅力」の 6 つの視点を軸に総合的に都市
の産業創発力を分析する。このなかで福岡市は、多様性に対する許容度が高く、自由で起業
家精神にあふれているなどの評価を受けている（図 0-4）(13)。一方で、大企業や外資系企業
の立地が少ないことも挙げられ、結果として福岡市は、今後の国際的な産業形成が期待され
る、高い成長可能性を秘めた都市であるとの評価を得ている。

図 0-4 野村総合研究所「成長可能性都市ランキング」

出典：野村総合研究所「ランキングによる都市の持つ「成長可能性」の可視化」

こうした評価の背景は、福岡市が力を入れる取り組みからも見て取れる。福岡市は、これ
まで、「スタートアップ都市ふくおか宣言」（2012）以降、「福岡市グローバル創業・雇用創
出特区」（2014）、「グローバル創業都市・福岡」（2015）、官民共働型スタートアップ支援施
設「Fukuoka Growth Next」の設置（2017）など、起業しやすい環境づくりを推進してきた

創業・イノベーションを促す取り組み

総合ランキング ポテンシャルランキング
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（図 0-5）。また、重点型産業として、ソフトウェア開発やゲーム等のデジタルコンテンツ
事業などの知識創造型産業の誘致を後押しするほか、ファッション・音楽等を含めたコンテ
ンツ産業化の促進、産学官で社会実証を行う福岡市「実証実験フルサポート事業」など、新
しい分野への挑戦を支援する環境を整えてきている。同時に、ビッグデータ＆オープンデー
タ・イニシアティブ九州（BODIK）の設立（2013）、オープンデータサイトの立ちあげ（2014）、
エンジニアフレンドリーシティ（2018）など、イノベーション創出を促す人材の育成や技術
促進のための交流拠点の形成などの環境整備をリードしてきており、福岡市には、新しい事
業や新しい技術開発を生み出す土壌が形成されてきたと言える。さらには、アジアの交流拠
点都市として諸外国との交流にも力を入れてきた。 
これらの多種多様な活動および支援は、イノベーション創出の素地となっていると考え

られ、こうした要素を強化していくことが求められる。この素地となる多様性を許容する新
たなダイバーシティの概念を整理し、それを伸ばすことこそイノベーション都市福岡の継
続的な発展に寄与するものと考えられる。 

 

 
図図  00--55  福福岡岡市市ののイイノノベベーーシショョンン創創出出をを促促すす取取りり組組みみ  

出典：福岡市 

 

22.. 仮仮説説・・目目的的  

以上のことから本稿では、都市のイノベーションの創出には深化したダイバーシティが
必要との認識を前提に、新たなダイバーシティの概念を提示した上で、継続的に都市のイノ
ベーションを創出する要因を模索する。福岡市においては、多様性への寛容度とイノベーシ
ョン創出の土台があることを活かし、新たなダイバーシティの概念の理解とその実現によ
ってイノベーションの継続的な創出が見込まれると仮定する。 
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図図  00--55  福福岡岡市市ののイイノノベベーーシショョンン創創出出をを促促すす取取りり組組みみ  

出典：福岡市 

 

22.. 仮仮説説・・目目的的  

以上のことから本稿では、都市のイノベーションの創出には深化したダイバーシティが
必要との認識を前提に、新たなダイバーシティの概念を提示した上で、継続的に都市のイノ
ベーションを創出する要因を模索する。福岡市においては、多様性への寛容度とイノベーシ
ョン創出の土台があることを活かし、新たなダイバーシティの概念の理解とその実現によ
ってイノベーションの継続的な創出が見込まれると仮定する。 

 

33.. ダダイイババーーシシテティィ・・ネネククスストト  

まず、深化したダイバーシティとは、従来の属性のダイバーシティではなく、都市の視点
で言えば、社会経済のしくみ、まちの姿における多様性、人の視点で言えば、人の挑戦を促
すコトや価値観を包含した多様性であり、人々の習慣・暮らし・学び・愉しみなどにおいて
多様であること、また、その多様な選択肢が存在することを言う。この新たな概念をここで
は、「ダイバーシティ・ネクスト」と呼ぶことにする。 
ダイバーシティ・ネクストを図式化すると、図 0-6 のようなイメージになる。従来のダ

イバーシティが、性別、国籍、世代などの属性の多様性を指し示していたことに対し、最近
では、キャリアやスキルなどこれまでのその人の経験を含めた新たなダイバーシティ（例 
ダイバーシティ 2.0）が示されている。これをさらに深化させたダイバーシティ・ネクスト
は、個々人の属性の多様性ではなく、個々人に選択の多様性があることと考える。どのよう
な職業を選ぶのか、どのような服を着るのか、どのような生活環境下にあるのかなどを包含
したダイバーシティがダイバーシティ・ネクストである。女性はこんな職業、社会人はこう
いった服装、この職種にはこの働き方などの固定観念に縛られない多様な価値観や LGBT
などの性自認の多様性の浸透など、個々人の選択に基づいた生活スタイルや価値観が実現
でき、かつ社会として受け入れられる状態、それがダイバーシティ・ネクストである。 

 

 
図図  00--66  ダダイイババーーシシテティィ・・ネネククスストトののイイメメーージジ  

出典：著者作成 

 
また、ダイバーシティ・ネクストが実現されることで、どのようなアウトプットが得られ

るか（図 0-7）。ダイバーシティのない均質な組織からは均質なアウトプットが生まれる。
組織の一部に異なる属性の人材を投入しても、その人材が活躍する環境が整っていなけれ
ばやはりアウトプットは均質なものになる。多様な属性の人材が活躍する機会が設けられ
ることで、属性の特性が活かされたアウトプットが生まれ、かつ、属性にスキルやキャリア
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などの経験が加わると、アウトプットにも多様性と深みが加わる。さらに、ダイバーシティ
が尊重されるだけでなく交流することでイノベーションが生まれる。この最終ステージが
本稿でイメージするダイバーシティ・ネクストの状態である。 

 

 

図図  00--77  イイノノベベーーシショョンンをを生生むむダダイイババーーシシテティィ・・ネネククスストトののイイメメーージジ  

出典：著者作成 

 

44.. 本本書書のの構構成成  

上述の通り、本書では、都市のイノベーションを継続的かつ発展的にもたらす要因として
ダイバーシティ・ネクストを仮定した。ダイバーシティ・ネクストがイノベーション創出に
与える影響を明らかにするとともにダイバーシティ・ネクストの実現に向けどのような取
り組みが求められるかを検討するため、次章以降で、3 つの分野に絞って議論を展開する。 
まず、イノベーション都市として評価の高い海外都市の概観から見たように、専門人材の

確保や環境づくりの強化は避けて通れない。つまり、都市のイノベーションを検討する上で、
個々人が多様なスキルを習得し、多様なキャリアを形成することで、新たな事業活動を生み
出すとともに、社会変革に対応できる応用力や発想力が形成されると考えられる。第 1 章
では、「多様なキャリア形成がイノベーションを生む」をテーマに議論を進める。 
また、人の多様な活動選択肢として、文化的活動が持つ可能性に着目し、文化的活動から

生まれる価値や、活動や交流を通じて人の創造性が高まる効果として、第 2 章では、「多様
な文化的活動から生まれる価値とイノベーション」について議論する。 
さらに、都市のイノベーションを継続的に創出するには、次世代の能力・素養の育成が重

要となってくる。第 3章では、「次世代に求められるダイバーシティ・ネクスト」をテーマ
に、知識・技術の習得にとどまらない多様な学びのなかで育む創造性について論じる。 
以上の通り、本書では、イノベーション都市の創造・発展という観点から、多様なキャリ

ア形成、文化的アプローチ、次世代の育成という 3 分野におけるダイバーシティ・ネクスト
を通して、福岡市が引き続き創造性豊かな都市として発展するための示唆を与えたい。 
 
 

序　章
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第１章 

多様なキャリア形成が 

イノベーションを生む 
 

本章の要約 

技術革新をはじめとする近年の急速な社会変化に鑑みると、一人一人が対応力、発想力、想像力

を高めて、変化に対応していくことがますます求められている。様々な体験や経験を通じたスキ

ル習得、言い換えれば多様なキャリア形成がその鍵になると考えられる。本章では、多様なキャリ

ア形成の方法の一つとして、社会人の学び直しに着目した。近年、社会人の学び直しの重要性が

認識され、学び直しのための環境整備が行われている。 

本章では、まず社会人の学び直しに関する国の方針・戦略を整理し、その背景にある時間と場所

という学び直しの制約要因と、この要因を取り払う必要性を述べた。時間と場所の概念は、働き

方の変化に伴い変わってきている。そうした働き方の変化として、副業・兼業や、時間や場所に囚

われないテレワークといった柔軟な働き方について取り上げた。さらに、特にコロナ禍で見られ

たように、働き方が変わることで働くこと以外に費やす時間が増加する可能性を示した。 

このような、学ぶ人を取り巻く環境の変化と合わせて、学びの機会の多様化も社会人の学びを促

している。福岡でも、大学等の教育機関以外に多種多様な主体が参加して学ぶ場が設けられ運営

されている。また、ここ 1 年で急速に普及したオンラインセミナーは、地域を越えた多くの人に学

ぶ機会を提供している。さらには、福岡市には「福岡未来創造プラットフォーム」という様々な年齢

や業種の人の交流や連携の場があり、知識を吸収するというような一方向の学びではなく、参加

者同士の交流によって、参加者自身の気づきが生まれる場となっている。 

こうした場が活用されることで、他者の意見との相乗効果が生じ、新たなモノ、サービス、ビジネ

ス等が創造されると結論づけた。 



第第１１章章のの背背景景とと目目的的  

人生 100 年時代と言われる現在の社会において、あらゆる世代の人たちの暮らしやすさ
の実現のためには「人材への投資が鍵になる」とされている（1)。また、マルチステージの人
生においては、様々な経験や新しい知識を身につけることや、人脈形成等の自己投資の重要
性が指摘されている（2）。加えて、技術革新をはじめとする近年の急速な社会変化に鑑みる
と、一人一人が対応力、発想力、想像力を高めて、変化に対応していくことがますます求め
られているとともに、新しい社会構造に対応し、技術革新や新たな産業を牽引し、イノベー
ションによって生まれたツールや技術を使いこなす人材の必要性も増している。様々な体
験や経験を通じたスキル習得、言い換えれば多様なキャリア形成が、対応力や想像力を高め
るための鍵になると考えられる。 
キャリア形成の方法には、副業・兼業、転職、他部署への異動のように様々な仕事を経験

することのほか、働きながら学ぶこと、いわゆる学び直しが挙げられる。近年、社会人の学
び直し（リカレント教育）の重要性の認識が進み、国の方針・戦略において環境整備を進め
ていくことが示されている。こうしたなかで、学ぶ側にとっては、テレワークのような柔軟
な働き方の導入といった変化がもたらされつつあり、コロナ禍でより顕在化したが、働き方
が変わることで働くこと以外に費やす時間が増加する可能性も見られている。他方で、多種
多様な主体が関わる学びの場や、オンラインセミナーのような多様な学び方は、社会人の学
ぶ機会を増やす可能性を示している。これら学ぶ側と学びの提供に関する変化は、人々の知
識・技術習得の機会を増やすのみならず、他者との交流を通じた異なる知識や技術の習得を
促し、創造するという観点からも、新たな発想を生み出す土台をより強固なものにしていく
と考えられる。 
本章は、多様なスキル形成をテーマに、特に社会人の学び直しに着目して考察を行う。社

会人の学びが、時間と場所という制約要因を受けることを整理した上で、学びたい人を取り
巻く変化として、柔軟な働き方の導入や時間の消費ニーズの変化が生じていることを示す。
さらに、学ぶ機会も多様化していることを述べる。こうした学びの場の増加や機会の提供を
通じて、イノベーションを生み出す人たちを育む土台づくりが望まれることを述べる。 

11.. 多多様様ななキキャャリリアアのの形形成成ととはは  

11..11.. キキャャリリアア形形成成のの定定義義  
イノベーションが生まれる場所には、多様なアイデアや技術、知識および経験を持った人

たちが存在する。本章では、多様なキャリアを通じて、人々の感性が磨かれ、発想が豊かに
なり、斬新なビジネスやサービス、モノやコトを生じさせるような知識や体験が蓄積される
と考える。 
ここで、“キャリア”という用語からは、一般的には転職や昇進のように、職業キャリアの

積み重ねがイメージされるかもしれない。しかしながら、キャリア自体が含む意味合いは幅

第１章　多様なキャリア形成がイノベーションを生む
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積み重ねがイメージされるかもしれない。しかしながら、キャリア自体が含む意味合いは幅

広い。キャリアデザイン学会の書籍においても、各専門家による“キャリア”の定義づけがな
されており（3)、例えば「キャリアとは個人がその人生を通じて持つ一連の経験」（4)、「個人
と職業（働くこと)との連続的な関り」（5)、「職業生涯上の仕事経験の連鎖」（6)とある。また、
職業キャリアとしての定義では、「個人の過去から未来につながる職業の連鎖」（7)という捉
え方もある。このように、“キャリア”は職業や仕事の範疇にとどまらず人生という観点から
も議論され得る概念であるものの、これらには、経験や体験の積み重ねということが共通概
念としてあると考えられる。 
経験や体験の蓄積は、転職や副業・兼業を通じた職業経験や、ボランティアのような社会

活動、趣味、学び直し、留学等の様々な活動を通じて行われるが、本章はその中でも特に、
社会人の学び直しに着目し、多様なキャリアのなかでも、「スキルを取得していくこと」に
ついて議論していきたい。スキルとは、知識・技術・意見を述べる力・考える力・物事を整
理する力・幅広い視野・情報収集・分析能力などであり、これらが蓄積および獲得されるこ
とで、イノベーションを生むための土台が築かれると考えるためである。経済産業省は同様
の概念を含む「社会人基礎力」（①考え抜く力(シンキング)、②チームで働く力(チームワー
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への欲求という心理的な変容」（9)や、学びの結果を仕事につなげること（10)のように、仕事
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11..22.. 学学びびをを通通じじたたススキキルル習習得得  
11)) 社社会会人人のの学学びび直直ししにに向向けけたた取取りり組組みみ  
社会人の学び直しは、リカレント教育として進められてきた。リカレント教育は 1973 年

に OECD が提唱した生涯教育の一つであり、「フォーマルな学校教育を終えて社会に出て
から、個人の必要に応じて教育機関に戻り、再び教育を受ける、循環・反復型の教育システ
ムを指す」（12)。人生 100 年時代と言われる現在の社会において、あらゆる世代の人たちの
暮らしやすさの実現のためには「人材への投資が鍵になる」とされており（1)、社会人の学び
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直し（リカレント教育）はその重要なテーマの一つとなる。 
政府が掲げている「人づくり革命 基本構想」、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」、

「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」、「成長戦略フォローアップ」等の成長戦略や経
済に関わる方針においても、リカレント教育の推進に向けて、主に 4 つの取り組みが定め
られている（表１-1)（1、13-15)。 
まず、①教育機関における機能の拡充については、教育機関で受講する教育内容そのもの

の充実化（13）や、その地域の課題解決を担う人材の育成 （14)といった特色ある教育内容への
進展が示されている。次に、「学」にとどまらずに「産」と「学」の連携や技術者に対する
教育（1)といった、②多角的な視点や経験を学べる教育機会の提供が示され、社会人のスキ
ルアップやキャリアアップを促す取り組みが期待されている。さらに、講座に関する情報を
提供するポータルサイトの構築（15)のような、③学ぶ機会に関わる情報を収集しやすい環境
の整備によって、学び直しを考えている人が、自分が学びたい内容を学べる機関・機会を知
ることが容易になる。また、e ラーニング等を通じて（13)、利用しやすい時間に教育訓練を
受けられるというような（1)、④受講しやすい環境の整備が示されている。このような環境
整備が行われれば、通学せずに自宅等どこでも受講できるようになり、学びやすくなる。 
このように、各政府の成長戦略や方針において、社会人の学び直しについて明確な取り組

みが示され、学び直しが進められようとしている背景には、次項で示すように、学びたいと
考えている人たちにとって、時間や場所、教育内容などが学び直しの制約要因となっている
ことが挙げられる。 

 

22)) 学学びび直直ししのの制制約約要要因因  
働きながら学びたいと考えている人が、実際に学びを実現するためには、いくつかの制約

出典：「人づくり革命 基本構想」、「経済財政運営と改革の基本方針 2019～「令和」新時代：「Society5.0」 
への挑戦～」、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2020」、「成長戦略フォローアップ」より作成 

取り組み 具体的な内容
・大学や専修学校等のリカレント教育の拡大
・大学における地域課題解決を担う人材育成のためのリカレント
 教育
・産学連携によるリカレント教育の促進
・技術者向けの教育の促進

③学びに関する情報収集の環境
の整備

・リカレント教育の講座情報等を提供するための総合的なポータ
 ルサイトの構築
・ｅ-ラーニング等を活用したリカレント教育の推進
・オンラインを活用した民間学習サービスの後押し等の充実
・在職者が利用しやすいような夜間・土日の教育訓練コースの
 拡充

①教育機関における機能の拡充

②多角的な視点や経験を学べる
教育機会の提供

④受講しやすい環境の整備

表表  11--11  リリカカレレンントト教教育育推推進進ののたためめのの主主なな取取りり組組みみ  

第１章　多様なキャリア形成がイノベーションを生む
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要因が取り払われる必要がある。「社会人の学び直しに関する調査」の結果によれば、学び
直しの必要性を感じている人が挙げる学び直しの制約要因は、第 1 に費用に関する要因が
37.0%、第 2 に時間と場所に関する要因が 33.0%、第 3 に教育内容に関する要因が 19.4%
である（図 1-1）（16)。 
第 1 の費用に関しては、企業や公共による支援が求められる。第 2 の時間と場所という

要因は、仕事をしながら通学するとなれば当然生じる課題であり、働き方の変化や様々な教
育機会の提供が求められる。さらに、第 3 の教育内容に関する要因については、「自分の要
求に適合した教育課程がない」という回答から、業務に関連するような内容の講座が求めら
れていることが読み取れるとともに、「1 年未満の短時間で学べる教育プログラムがない」
という回答からは、すぐに活用できる実践的な内容が求められていることが読み取れ、時間
帯や方法、教育内容が個人のニーズから乖離していることが窺える。 

 
33)) 学学びび直直ししのの必必要要要要件件  
次に、学び直しを行うための必要要件を見ると（図 1-2）（16)、第 1に、時間に関する要件

が 28.1%（土日祝日、長期休暇などでの開講・夜間での開講）、第 2に、場所に関する要件
が 16.1%（通学に便利な場所）、第 3に、通学しなくても学べるような環境整備に関する要
件が 19.4%（インターネットなどによる授業ができるシステムの整備）となっている。前項
の制約要因と合わせて考えると、個人のニーズに合った時間に学べることと、学べる場所の
便利さが、学び直しを実現するためには不可欠であることがわかる。 

注：元調査より「関心がない・必要性を感じない」、「いずれの選択肢もあてはまらない・大きな障害

はない」、「わからない」、「その他」を除いたうえで、回答数全体に占める割合を算出 

  

図図  11--11  学学びび直直ししのの制制約約要要因因  

    出典：イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社（文部科学省調査）
「社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究」より作成 
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時間の融通性が高まることや、学べる媒体が増えることで、多くの人が学び直しの機会を
得られる可能性がある。こうしたなかで、コロナ禍で顕著に見られたような働き方に伴う時
間と場所の概念の変化は、社会人が働くこと以外の活動に時間を使う可能性を示している。
次節では、学ぶ人を取り巻く環境の変化として、柔軟な働き方の実現に向けた動向に着目する。

 

 

2. 学ぶ人を取り巻く変化－柔軟な働き方の実現 

2.1. 副業・兼業の促進 
2018年に制定された働き方改革には 9つのテーマが掲げられているが、そのひとつに「柔

軟な働き方がしやすい環境整備」があり、副業・兼業の推進に向けた環境整備と、雇用型・
非雇用型テレワークの支援が行われている（17）。副業・兼業は、「新たな技術の開発、オープ
ンイノベーションや起業の手段、そして第２の人生の準備として有効である」とされており、
別の仕事に就くことでスキルや経験が取得可能になり、職業キャリアの形成や、将来の起業
や転職に向けた準備や試行も可能になるとの利点が指摘されている(18)。2018 年には「副業・
兼業の促進に関するガイドライン」（18）が作成、2020 年 9 月に改定されたほか、2020 年の
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、地方への移動費の支援による地方での副業・兼

*夏休み、年末年始、ゴールデンウイーク等 

**職業を有している等の事情により、修業年限を超えた一定の期間にわたって、計画的に教育課

程を履修して卒業することができる制度 
 

図 1-2 学び直しを行うための必要要件 

   出典：イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社（文部科学省調査）
「社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究」より作成 

第１章　多様なキャリア形成がイノベーションを生む
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図 1-2 学び直しを行うための必要要件 

   出典：イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社（文部科学省調査）
「社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究」より作成 

業の促進も目指されており（19）、副業・兼業しやすい環境が着実に整備されており、住む場
所や生き方の多様化につながるような形で、働き方の多様化が進んでいく可能性が窺える。 
 さて、こうした環境整備を受けて、企業でも副業・兼業の制度が徐々に作られつつあるな
かで、ヤフーの「ギグパートナー」制度のように、多様な経験やスキルを持つ外部人材を求
めて副業人材を募集する動きや（20）、コロナ禍でのテレワークの普及も背景に、自治体でも
テレワークやオンライン業務による副業・兼業を対象とした人材を募集する事例が見られ
ている。 
例えば神戸市では、2020 年 9 月に市の広報業務に関わる「副業人材」の公募が行われた

（21）。兵庫県外からの応募者が 55％を占め、副業人材に採用された人たちの声として、「今
まで特殊な仕事をやってきて外部で通用するか疑問だったが、アウトプットしてフィード
バックをもらえて、自信につながった。」、「本業には肩書があるが、副業は私自身の勝負。
自分の価値をブラッシュアップする意識が生まれた。」等が紹介されている（22）。本業以外の
仕事に携わるなかで、自己意識の向上やスキルアップの機会が得られていることが窺える。 
 そのほか、岡山市の「プロフェッショナル人材活用プロジェクト」では、観光プロモーシ
ョン・マーケティング、IT 推進、防災・地域コミュニティという、岡山市が重点を置いて
いる分野において、兼業・副業限定の戦略マネージャーの募集が行われた（23）。当初の 3~4
名の応募枠を大幅に上回る 616名の応募者があったとのことであり（24）、副業・兼業に対す
る関心を持つ人の多さが窺える。 
 徐々に、本業以外の場で経験やスキルを習得する機会や、価値観や意識を向上させるよう
な働き方が広まりつつあるなかで、副業・兼業の実施をより促進しているのが次項で取り上
げるテレワークである。 
  
2.2. テレワークの実現とその効果 
テレワークは、働き方改革の「柔軟な働き方がしやすい環境整備」のもう一つの柱と位置

づけられている。テレワークは、場所や時間に捉われない柔軟な働き方であり、東京オリン
ピック・パラリンピック開催に向けて取り組みが推進されてきていた。こうした働き方の変
化は i、時間の使い方や人とのコミュニケーションの仕方等、個人の行動の選択肢の増加も
もたらしている。 
テレワークに関する調査では、テレワークのプラスの効果として「通勤時間・移動時間が

減った」（53.4％）、「自由に使える時間が増えた」（50.6％）という時間に関するものが上位
に挙がっている（図 1-3）（25)。さらに、自宅や自宅に近い場所、あるいは出先の近くで勤務
できれば、「移動」にかかる時間を他の活動に使うことができ、業務を行う場所に囚われる
必要もなくなる。学び直しの観点から考えると、時間と場所という制約要因が取り除かれる
ことで、学びの時間が増加する可能性も考えられる。 

                                                      
i テレワークについては、URC 総合研究『Society  5.0～福岡市における「人」が中心の未来社会～』( 2019 )で詳し

く述べている 
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また、テレワークの効果として、「新たな交流・人脈が生まれたり、ビジネスのヒントが
得られたりした」も 10.7％みられる。本回答からは、どのようなシチュエーションで交流や
人脈が形成されたかまでは読み取れないものの、例えば、対面での会議ではなくオンライン
会議がしやすくなることで、出張や移動が無くなり、遠方の人等、より多くの人と出会える
可能性が考えられる。こうしたことにより、新たな人的ネットワークの形成や、ビジネスチ
ャンスの獲得につながる可能性が生まれる側面も窺える。 
コロナ禍において、新聞、雑誌、テレビ報道、セミナーのテーマ等、多くの媒体でテレワ

ークという用語を目にする機会が増え、テレワークの認知度は急速に高まった。さらに、
2020年 4 月の緊急事態宣言発令後には、緊急事態宣言対象地域となった 7県のテレワーク
実施率が、3 月から 4 月の 1 か月間で約 2.3 倍の 38.8%になったとの調査結果もある（26)。
2021 年 2 月には、再度緊急事態宣言が発令されるなど、繰り返しテレワーク実施の呼びか
けが行われている。そのようななかで、働き方の変化による影響は、ますます顕著になって
くる可能性がある。次項では、働き方の変化に伴い、どのような活動が増え得るかについて
検討する。 
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図図  11--33  テテレレワワーーククののププララススのの効効果果  

出典：国土交通省「平成 31 年度（令和元年度）テレワーク人口実態調査
－調査結果の概要－」より作成 
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図図  11--33  テテレレワワーーククののププララススのの効効果果  

出典：国土交通省「平成 31 年度（令和元年度）テレワーク人口実態調査
－調査結果の概要－」より作成 

22..33.. 多多様様なな時時間間消消費費ニニーーズズのの顕顕在在化化  
コロナ禍において、感染症予防の観点から、購買、旅行、交通手段、働き方に至るまで、

私たちの日常生活には様々な変化が生じた。その変化のなかで、人々がどのような活動に時
間を消費するようになったのか、つまり、どのような活動が学業や仕事に加わったのか、あ
るいは代わったのかについて、内閣府の調査（27)から窺い知ることができる（図 1-4）。 
本調査の対象は、10 代から 70 代以上と幅広く、どの年代にも共通して多くの人が「日常

生活に関わること」として、例えば掃除や衣類の整理、庭掃除など「普段時間がとれなくて
なかなか手につかなかったこと」に取り組んだ。また、余暇的な活動（「本格的な趣味」)も
多い。 
中学校、高校、大学が休校になり、オンライン授業になったことを背景に、「教育・学習」、

は、10 代が 29.4％、20代が 23.3％と高いが、30代も 11.3%となっている。20 代、30 代、
40 代、50 代では、「教育・学習」とともに、「ビジネス関係の勉強」や「ビジネス」という
仕事に関連づいた活動が行われた。以上の調査内容からは、働き方や暮らし方が変わるなか
で、社会人が仕事以外の活動に時間を割く可能性が読み取れる。特に労働時間に着目すると、
労働時間が 1％減少すると自己啓発時間は 0.36％増加するという調査結果(28)もあることか
ら、働き方が変化するにつれて、知識取得や仕事以外の経験の蓄積等にどれくらいの時間を
費やすようになるのかについて、今後の動向を注視していく必要性があると考えられる。 

 

注：「特に挑戦したり、取り組んだりしたことはない」および「わからない」の項目を除いた 

  

図図  11--44  感感染染症症のの影影響響下下ににてて新新たたにに挑挑戦戦・・取取りり組組んんだだこことと  

   出典：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」より作成 
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33.. 学学びびのの機機会会のの多多様様化化にに向向けけてて  

33..11.. 求求めめらられれるる学学びびのの方方法法・・機機会会のの多多様様化化  
11)) 学学びびのの機機会会のの多多様様化化  
他方、学びの方法や機会も多様化している。先述したとおり、リカレント教育は、「フォ

ーマルな学校教育を終えて社会に出てから、個人の必要に応じて大学や専門学校などの教
育機関に戻り、再び教育を受ける、循環・反復型の教育システムを指す」（10)。再び教育機関
で学ぶことを通じて、次のステップアップやキャリアアップにつながるような、業務に役立
つ知識や技術の習得、修士号や博士号の学位取得などが可能になる。こうした教育機関が提
供する学びの機会にとどまらず、多様な方法で学ぶ機会や、多様な知識やスキル、アイデア
の習得が可能となるような機会へのニーズがあることも、次に示す調査結果からわかる。 
自己啓発の実施方法に関する調査（29)が示している通り、社会人が学ぶ方法は、教育機関

への通学のほかにも、テレビやラジオ、専門書、eラーニングを用いた自主学習や、勉強会
や講習会への参加、セミナー受講にいたるまで多岐にわたる（図 1-5）。就業形態に関わら
ず、自主的に学ぶことに合致する方法や機会が求められていると言え、教育機関における学
びの機会の充実化に加えて、色々な媒体で学びの機会を提供していくことが必要であると
言える。 
福岡に目を向けてみると、これまでに開講されている社会人の学びの場の例としては、シ

ステム開発技術カレッジ、福岡テンジン大学、地域政策デザインスクール、九州・アジア経
営塾などが挙げられる。システム技術カレッジは、企業向けの出張講座や一般向け公開講座
を開講しており、福岡テンジン大学では、各テーマを設けてワークショップ等が実施されて
いる。また、地域政策デザインスクールや、九州・アジア経営塾は、地域リーダーを育成す
る場として設けられている。 
これらに共通するのは、企業や団体、異業種・異職種の人たちが交流・議論を通じて、専

門技術や知識の獲得、ビジネススキルの取得に加えて、自分の意見や発想を磨く場となって
いることである。筆者が参加した福岡テンジン大学の講座（30）では、ファシリテーターのプ
レゼンテーションの後、参加者同士の対話セッションがあり、4 つのグループに分かれて、
講座のテーマに関連し、自己の課題認識やこれからの仕事や人生の展望などを述べる時間
が設けられていた。講座への参加を通じて感じたのは、学びの場で誰かと交流し意見に触れ
ることで得られる刺激や新たな価値観、自分が次にとる行動に対するアイデアこそが、学び
直しを通じて得られる貴重なものだということであった。そのほか、例えば福岡テンジン大
学が開講しているまちあるきの講座のように、座学以外にも体験を通じて学ぶ機会もある。
多様な活動を通じて学ぶことで、より斬新なアイデアが生まれる可能性もあると言えよう。 
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33.. 学学びびのの機機会会のの多多様様化化にに向向けけてて  

33..11.. 求求めめらられれるる学学びびのの方方法法・・機機会会のの多多様様化化  
11)) 学学びびのの機機会会のの多多様様化化  
他方、学びの方法や機会も多様化している。先述したとおり、リカレント教育は、「フォ
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供する学びの機会にとどまらず、多様な方法で学ぶ機会や、多様な知識やスキル、アイデア
の習得が可能となるような機会へのニーズがあることも、次に示す調査結果からわかる。 
自己啓発の実施方法に関する調査（29)が示している通り、社会人が学ぶ方法は、教育機関

への通学のほかにも、テレビやラジオ、専門書、eラーニングを用いた自主学習や、勉強会
や講習会への参加、セミナー受講にいたるまで多岐にわたる（図 1-5）。就業形態に関わら
ず、自主的に学ぶことに合致する方法や機会が求められていると言え、教育機関における学
びの機会の充実化に加えて、色々な媒体で学びの機会を提供していくことが必要であると
言える。 
福岡に目を向けてみると、これまでに開講されている社会人の学びの場の例としては、シ

ステム開発技術カレッジ、福岡テンジン大学、地域政策デザインスクール、九州・アジア経
営塾などが挙げられる。システム技術カレッジは、企業向けの出張講座や一般向け公開講座
を開講しており、福岡テンジン大学では、各テーマを設けてワークショップ等が実施されて
いる。また、地域政策デザインスクールや、九州・アジア経営塾は、地域リーダーを育成す
る場として設けられている。 
これらに共通するのは、企業や団体、異業種・異職種の人たちが交流・議論を通じて、専

門技術や知識の獲得、ビジネススキルの取得に加えて、自分の意見や発想を磨く場となって
いることである。筆者が参加した福岡テンジン大学の講座（30）では、ファシリテーターのプ
レゼンテーションの後、参加者同士の対話セッションがあり、4 つのグループに分かれて、
講座のテーマに関連し、自己の課題認識やこれからの仕事や人生の展望などを述べる時間
が設けられていた。講座への参加を通じて感じたのは、学びの場で誰かと交流し意見に触れ
ることで得られる刺激や新たな価値観、自分が次にとる行動に対するアイデアこそが、学び
直しを通じて得られる貴重なものだということであった。そのほか、例えば福岡テンジン大
学が開講しているまちあるきの講座のように、座学以外にも体験を通じて学ぶ機会もある。
多様な活動を通じて学ぶことで、より斬新なアイデアが生まれる可能性もあると言えよう。 

 
22)) オオンンラライインンででのの学学びびのの機機会会  
加えてコロナ禍で急速に浸透したのが、オンラインによるセミナーである。オンラインセ

ミナーの情報を発信しているウェビナビ（31)によれば、セミナー登録件数は 2020 年 9 月時
点で 6,000 件を超え、サービスが提供された 7 月からの 1 ヶ月半で約 2 倍となった。さら
に、2021 年 2 月現在では 1万件近くの掲載件数になるなど、オンラインセミナーが着実に
増加していることがわかる。開催テーマも多岐にわたっており、スキルアップ・キャリアア
ップに関わるものから、経営、コミュニケーション、人材・採用などのビジネスに役に立つ
もの、さらには、物理的距離を超えたビジネスマッチングの創出を意図したセミナーも見ら
れる。 
距離の制限がなくなるということは、オンラインセミナーの効果の一つとして挙げられ

る。例えば、従来、東京の会場で興味関心のあるセミナーが開催されていたとしても、福岡
に住んでいる筆者にとっては、旅費や移動時間がかかるために手軽に受講することが困難
であった。しかしながら、オンラインセミナーであれば、福岡にいながらにして気軽に受講
可能となった。2020 年 9 月にオンライン開催した URC の都市セミナー「外国人の防災」
にも、全国各地から参加申し込み・聴講者があり、福岡市以外の参加者が約 5 割を占めた
（32)。この結果は、地域という縛りを越えて、多くの人たちが学びの機会を得られるように

図図  11--55  自自己己啓啓発発のの実実施施方方法法  

出典：厚生労働省「令和元年度「能力開発基本調査」調査結果の概要」より作成 
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なったことを示している。 
加えて、オンラインセミナーの多くは、講師から受講者がレクチャーを受けるという一方

向だけではなく、チャット機能を活用することで講師と受講者間の双方向のやり取りが可
能である。コミュニケーションが活発になることで、受講者にとってはセミナーの内容に対
する理解がより深まるとともに、やり取りを通じて新たな発想が生まれる可能性が高まる
であろう。 
そして、このように多くの人に学びの機会が開かれたことで、今後より求められるのは、

学べる内容の「質」の向上である。向後（33)が指摘するように、オンラインでの教育は「い
つでも、どこでも」という利便性というよりもむしろ、オンライン教育でこそ可能になる特
徴を持たせることが必要になると考えられる。オンラインならではの新たな知識や経験、ス
キルというような付加価値が求められるようになり、学びの機会の増加のみならず、学べる
内容も深化させていくことが今後、ますます望まれるようになるだろう。 
 
33..22.. 創創造造力力・・発発想想力力をを高高めめるる交交流流やや連連携携のの場場のの活活用用  
様々な学びの場を通じて個々人が獲得した知識、スキル、アイデア、価値観等をもとに、

創造力・発想力を高めていくためには、異なる経験やスキルを持つ多様な人たちとの交流や
連携を欠かすことができない。これまでにも、産官学連携やオープンイノベーションといっ
た、異なる主体同士が交流や連携を図る枠組みのなかで、新しい製品や技術、サービスが生
み出されてきたが、2013 年の文部科学省の文書（34）では、イノベーションに関わる交流や
連携のあり方に関し、参加者間の対話という、さらに踏み込んだ方法の重要性も示されてい
る。これは、個々人のレベルでやり取りを行うなかで個人の内面が揺さぶられ、そこから課
題認識や価値観の転換が生じ、問題認識力や課題解決力という、イノベーションの根源にな
るものが育まれるからと考えられる。 
他者との交流は、社会人の学びの動機の一つとしても挙げられていたが（1.1 キャリア形

成の定義)、社会人の学びの場でも行われている。3.1.の 1）で述べた様々な学びの場では、
参加者同士の交流や議論、それにとどまらず、個人の内面に関わる気づきや刺激を受けると
いう効果、2）で取り上げたオンラインセミナーにおいては、参加者と講師間のやり取り等
が行われている。 
福岡市では、これらに加えて、参加者の交流・連携を図ることができるような取り組みの

一つとして、「福岡未来創造プラットフォーム」がある。同プラットフォームは、福岡都市
圏の大学、福岡市、産業界の 3 つの主体が関わり、2019 年 5月に設立されたもので、産官
学の各主体の連携や交流を通じた、福岡市の高等教育の振興と地域社会の活性化を目指し
ている ii。 

                                                      
ii 国でもプラットフォーム形成が行われている。「地域連携プラットフォーム構築」として、大学、地方公共団体、産

業界が主体となって関わることで、地域社会の維持・活性化につなげることを目指している

（https://www.mext.go.jp/content/20201029-mext-koutou-000010662_01.pdf） 
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キルというような付加価値が求められるようになり、学びの機会の増加のみならず、学べる
内容も深化させていくことが今後、ますます望まれるようになるだろう。 
 
33..22.. 創創造造力力・・発発想想力力をを高高めめるる交交流流やや連連携携のの場場のの活活用用  
様々な学びの場を通じて個々人が獲得した知識、スキル、アイデア、価値観等をもとに、

創造力・発想力を高めていくためには、異なる経験やスキルを持つ多様な人たちとの交流や
連携を欠かすことができない。これまでにも、産官学連携やオープンイノベーションといっ
た、異なる主体同士が交流や連携を図る枠組みのなかで、新しい製品や技術、サービスが生
み出されてきたが、2013 年の文部科学省の文書（34）では、イノベーションに関わる交流や
連携のあり方に関し、参加者間の対話という、さらに踏み込んだ方法の重要性も示されてい
る。これは、個々人のレベルでやり取りを行うなかで個人の内面が揺さぶられ、そこから課
題認識や価値観の転換が生じ、問題認識力や課題解決力という、イノベーションの根源にな
るものが育まれるからと考えられる。 
他者との交流は、社会人の学びの動機の一つとしても挙げられていたが（1.1 キャリア形

成の定義)、社会人の学びの場でも行われている。3.1.の 1）で述べた様々な学びの場では、
参加者同士の交流や議論、それにとどまらず、個人の内面に関わる気づきや刺激を受けると
いう効果、2）で取り上げたオンラインセミナーにおいては、参加者と講師間のやり取り等
が行われている。 
福岡市では、これらに加えて、参加者の交流・連携を図ることができるような取り組みの

一つとして、「福岡未来創造プラットフォーム」がある。同プラットフォームは、福岡都市
圏の大学、福岡市、産業界の 3 つの主体が関わり、2019 年 5月に設立されたもので、産官
学の各主体の連携や交流を通じた、福岡市の高等教育の振興と地域社会の活性化を目指し
ている ii。 

                                                      
ii 国でもプラットフォーム形成が行われている。「地域連携プラットフォーム構築」として、大学、地方公共団体、産

業界が主体となって関わることで、地域社会の維持・活性化につなげることを目指している

（https://www.mext.go.jp/content/20201029-mext-koutou-000010662_01.pdf） 

「福岡未来創造プラットフォーム」では、主に 10～50 代と参加者の年齢も幅広く、人材
育成に関わる内容のほか、地元就職や多様な人びとの学びの機会提供などの取り組みが行
われている。具体的には、図 1-6（35)にも示しているような 5 つの取り組みがあるが、例え
ば「④多様な人びとの学びと活躍の機会の提供」に関しては、2019 年度は「対話の場」と
して、「社会人はどこで学ぶのか」、「新しい働き方の時代が始まった」等のテーマで計 7回
の「リカレントカフェ」が行われた（36)。いずれも参加者が学びについて考えるきっかけと
なるテーマで開催された。同プラットフォームは、多様な背景や考えを持つ人たちが参加す
ることで、参加者自身に新たな気づきが生まれる場となっている。このように、既にある場
所や機会を「創造的に」利活用できるような工夫により、人々の交流や連携が活発化し、個
人の新たな気づきや発想が生まれたり、他者の意見との相乗効果が生じ、新たなモノ、サー
ビス、ビジネス等が創造されると考えられる。 

 

44.. 第第１１章章ののままととめめ  

本章では、多様なキャリア形成をテーマに、社会人の学び直しに着目し、考察を行った。
近年、学び直しの重要性が認識され、学び直しの促進に向けて環境整備が行われている。そ
うした潮流のなかで、学ぶ人と学びの機会それぞれにも変化が生じており、学び直しが促進
されつつあることがわかった。学ぶ人においては、副業・兼業、テレワークといった働き方
の変化が生じている。副業・兼業が可能になれば、様々な仕事を通じて経験やスキルを蓄積
することができる。また、テレワークが可能になれば、通勤・移動時間の減少や、自由に使
える時間の増加という効果が期待できる。特にコロナ禍では、テレワークによる時間消費ニ
ーズの変化も表れており、知識取得や学び、交流などの活動に時間が費やされる可能性も窺
えた。 
その一方で、学びの機会においては、多様な学びの場や機会が提供されていることがわか

図図  11--66  福福岡岡未未来来創創造造ププララッットトフフォォーームム              

出典：福岡市「「福岡未来創造プラットフォーム」背景と目的」より作成 
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った。現在、教育機関に加えて、福岡テンジン大学のような様々な人たちが参加し、意見や
発想を磨くための学びの場があるとともに、コロナ禍で急速にオンラインセミナーが普及
したことで地域という縛りを越えて多くの人が学びの機会を得られるようになった。これ
らの学びの場では、新たな知識を習得するのみならず、他者と交流・連携することがより重
要な意味を持つ。「福岡未来創造プラットフォーム」のような既にある場の活用により、ア
イデアや知識、技術を創造的なものに進化させていくことが望まれることがわかった。 
本章の分析を通じて 2つの示唆が得られた。1 つ目は、柔軟な働き方の実現を支援する取

フィードバックを得る等の効果が期待され、創造力・発想力を高めていく機会や時間が生ま
れる。本章で取り上げた企業や自治体の事例では、副業・兼業の人材を想定した公募が行わ
れている。こうした取り組みは、地場の人材の雇用創出や、域外の優秀な人材を引きつける
仕掛けにもなっている。加えて、テレワークがより進むことで、副業・兼業がさらに実現可
能になるとともに、仕事以外の活動が促され得ると言える。企業においては、経営層が働き
方に関する理解を深め、テレワーク実施に向けた制度づくりを一層進めていく必要がある
とともに、企業に対するテレワークに関する情報提供等の各支援も有効であると考えられる。

 2 つ目は、個々人へより多くの学びの機会を提供してくことの必要性である。教育機関が
提供する学びの機会に加えて、産官学が関わる学びの場や、オンラインセミナーのように場
所の制約を受けない学びの場が充実することで、多様な知識や技術、アイデアの習得機会の
みならず、地域という制約を越えて多くの人が学びの機会を得ることができる。さらには、
学びの場を、「交流の場・対面の場」として強化していくこと、すなわち既にある場所や機
会を多様な用途で「創造的に」利活用していくことで、学ぶ人の価値観の転換を促したり、
新たな気づきや発想をもたらすことが可能になるだろう。現在、福岡市が催している様々な
オンラインイベントやセミナーは、福岡市以外の人たちに、福岡市の魅力を伝える機会にな
っていると言える。そのような観点からも、オンラインでのビジネスに関わる国内外での交
流の機会等にも展開していくことが今後望まれる。 
オンラインイベントやセミナーへの参加者がどのようなことを学び、その上でどのよう

な発想やビジネスにつながったのかについては、今後さらなる調査が必要であるものの、人
の育成だけにとどまらず、新たな場やイベントの使い方や実施方法における多様性こそが、
イノベーション創出の土台となる。 
創造力・発想力の高い人材は、課題に対する解決策を自ら導き出すのみならず、時にはユ

ニークな発想を用いることで社会の変化にもしなやかに対応でき、かつ、新たなサービスや
経済活動を生みだすことができる。さらには、他者との交流・連携を通じて新たなものが生
まれると考えられるが、一対一にとどまらず、多数の経験や体験、アイデアが結びつくこと
で、何通りものイノベーションが創出される可能性が開ける。福岡市では、既に官民共働型
スタートアップ支援施設「Fukuoka Growth Next」や、エンジニアの交流拠点「エンジニア

り組みの必要性である。働き方の変化を通じて、知識やスキルの習得、新たな価値観や気づき、

第１章　多様なキャリア形成がイノベーションを生む
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会を多様な用途で「創造的に」利活用していくことで、学ぶ人の価値観の転換を促したり、
新たな気づきや発想をもたらすことが可能になるだろう。現在、福岡市が催している様々な
オンラインイベントやセミナーは、福岡市以外の人たちに、福岡市の魅力を伝える機会にな
っていると言える。そのような観点からも、オンラインでのビジネスに関わる国内外での交
流の機会等にも展開していくことが今後望まれる。 
オンラインイベントやセミナーへの参加者がどのようなことを学び、その上でどのよう

な発想やビジネスにつながったのかについては、今後さらなる調査が必要であるものの、人
の育成だけにとどまらず、新たな場やイベントの使い方や実施方法における多様性こそが、
イノベーション創出の土台となる。 
創造力・発想力の高い人材は、課題に対する解決策を自ら導き出すのみならず、時にはユ

ニークな発想を用いることで社会の変化にもしなやかに対応でき、かつ、新たなサービスや
経済活動を生みだすことができる。さらには、他者との交流・連携を通じて新たなものが生
まれると考えられるが、一対一にとどまらず、多数の経験や体験、アイデアが結びつくこと
で、何通りものイノベーションが創出される可能性が開ける。福岡市では、既に官民共働型
スタートアップ支援施設「Fukuoka Growth Next」や、エンジニアの交流拠点「エンジニア

り組みの必要性である。働き方の変化を通じて、知識やスキルの習得、新たな価値観や気づき、

カフェ」を活用したコミュニティ形成やイベント開催が行われているが、業種や分野を越え
た交流がより活発に行われる場として活用されていくことで、住みやすさ、暮らしやすさ、
働きやすさをもたらすような、あらゆる面でのイノベーション創出につながる可能性が高
まるだろう。 
学び直しを通じて新たな知識やスキル、発想力を得た人たちは、現在の仕事で新しい業務

や企画等に挑戦することにとどまらず、転職、副業、起業等の新たな道に進んでいくかもし
れない。そして、新たな産業やサービス、ビジネスを生み出すとともに、そのような未知の
世界を担う人材になっていくことが期待される。こうしたキャリア形成に関するダイバー
シティ・ネクストを支え、イノベーションを生み出すためには、学びの環境を整え、多様な
学びの機会を提供するとともに、人々が交流し、新たな発想やビジネスを生み出す機会が重
要になると言える。こうした機会が多くあることで、躍動感ある都市の維持につながると考
えられる。 
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第 2 章 

多様な文化的活動から 

生まれる価値とイノベーション 
 

本章の要約 

本章では、文化的活動から、多様な価値が創出され、社会のイノベーションを促す可能性について

論じる。社会の変革により、人の活動の選択肢が多様化するなか、文化的活動の持つ可能性に着

目した。 

文化的活動の持つ可能性として、文化芸術のコンテンツ化の潮流にみられる経済的な効果があげ

られる。多様な文化的活動が人の可能性を大いに広げるものとなり、社会のイノベーションを促

す例として、イタリア・ボローニャと英国・バーミンガムの事例から示唆を得た。 

また、社会の変化により、人の活動選択機会が増えると予想されることから、市民らが、優れた文

化的活動に触れたり、身近に活動や交流する環境を充実させることの重要性を述べた。 

福岡市が、文化的活動環境を充実させる意義として、市民が優れた文化的活動に触れる環境があ

り、関連する教育機関が充実しているという強みを持つことや、福岡市がクリエイティブ産業など

人の創造性をいかす分野の企業、人材の集積を図ってきた取り組みを強化することにつながる

可能性を述べた。 

多様な文化的活動が、人の創造性を高め、新たな価値を生むとともに、都市の文化的な環境が、

創造性の高い人材のさらなる集積を促す好循環を生み、社会のイノベーションが加速する可能性

が高まると結論づけた。 



 
 

第第 22章章のの背背景景とと目目的的  

技術の進化は著しく、ICTやAIの活用が広がり、社会のあらゆる面で変革を促している。
2018年度の URC総合研究「Society 5.0」では、『福岡市における「人」が中心の未来社会』
として、社会変革をもたらす技術が広がる社会＝Society 5.0 においては、人々の意識改革・
行動変容が求められ、それは人が中心となり活躍する社会への大きなチャンスになるとと
らえている。技術の進化だけでは創り出せない価値を、人が生み出し、より豊かな社会づく
りを進めていくことが求められる。 
第 1 章においては、社会人の多様なキャリア形成により、変化の時代に人の応用力を高

める可能性が示された。一方で、イノベーションは、0から 1を生み出すような新しい発想
や柔軟な思考が求められることから、いかに人の創造性を高めるかが重要となる。 
本章では、人の創造性が生み出すイノベーションについて、「文化的」な観点からアプロ

ーチする。文化的活動から、生まれる新たな価値や、人の可能性を広げる効果について考察
する。 
なお、本章における「文化的」活動の範囲は、アート、音楽、デザインなど広義の創作活

動にかかる分野や、さまざまな趣味活動、スポーツ活動など広くとらえ、労働などにとらわ
れない人の自由な、選択可能な活動領域を指すものとする。 

 

11.. 多多様様なな文文化化的的活活動動かからら生生ままれれるる価価値値  

11..11.. 文文化化芸芸術術ののココンンテテンンツツ化化のの潮潮流流  
文化とイノベーションに関する視点として、文化の経済的価値化＝コンテンツ化の潮流

がある。 
「我が国の文化政策」(1)は、冒頭に、文化行政の推進として、「文化芸術の創造・発展、

継承と教育の充実を進めるとともに、文化芸術を通じた共生社会の実現、イノベーションの
創造や国家ブランドの構築を目指し」とあり、文化芸術とイノベーションに相関関係がある
ことが、明確に示されている。 
また、平成 30年に閣議決定された文化芸術推進基本計画では、「文化芸術は、国民全体及

び人類普遍の社会的財産として、創造的な経済活動の源泉や、持続的な経済発展や国際協力
の円滑化の基盤となるものであり、本質的価値に加え、社会的・経済的価値を有しているこ
とが明確化」された。大きな方向性として、文化芸術をコンテンツ化し、経済的価値化する
戦略が色濃くなっている(図 2-1)。 
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11.. 多多様様なな文文化化的的活活動動かからら生生ままれれるる価価値値  

11..11.. 文文化化芸芸術術ののココンンテテンンツツ化化のの潮潮流流  
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継承と教育の充実を進めるとともに、文化芸術を通じた共生社会の実現、イノベーションの
創造や国家ブランドの構築を目指し」とあり、文化芸術とイノベーションに相関関係がある
ことが、明確に示されている。 
また、平成 30年に閣議決定された文化芸術推進基本計画では、「文化芸術は、国民全体及

び人類普遍の社会的財産として、創造的な経済活動の源泉や、持続的な経済発展や国際協力
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とが明確化」された。大きな方向性として、文化芸術をコンテンツ化し、経済的価値化する
戦略が色濃くなっている(図 2-1)。 

 

 
 

 
出典：我が国の文化政策(文化庁) 

図図 22--11  国国のの文文化化芸芸術術推推政政策策のの方方向向性性  
 
文化的な活動の振興は、コンテンツ化による経済価値創出とともに、関連ビジネス振興に

もつながる。コンテンツ産業分野との相性が良く、映像・動画製作・配信ビジネスやコンテ
ンツの売買、マッチングに関する分野など、新たなビジネスチャンスが切り開かれる。 
 
11..22.. 民民間間がが活活動動ししややすすいい環環境境のの重重要要性性  
文化・芸術のコンテンツ化の潮流のなかで、各国のコンテンツ市場規模は、特に映像分野

のアメリカが突出している(図 2-2)。エンターテイメント大国として、ハリウッドの映画産
業に代表される民間の活動の強みといえる。 
一方で、文化政策として、中央政府の文化関連支出額比較をみると、アメリカは、国民 1

人あたり金額は日本以下と調査国中最低で(表 2-1)、文化に対する国家予算規模とコンテン
ツ市場規模は、必ずしも比例していない。 
文化的活動から価値を生み出すのは人の創造性であり、活動主体は人や民間の事業者で

ある。異なる環境や国民性、文化的活動の主体やターゲットを単純に比較することはできな
いものの、アメリカ同様、国民 1 人あたり予算の低い日本においても、政府や自治体主導の
経済的な支援だけではなく、多様な民間が、活動しやすい環境を整えることが、より大きな
価値化につながることが示唆されている。 
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出典：世界のコンテンツ市場の現状と展望に関する調査 平成 31 年 4 月 経済産業省
出所：PwC「グローバルエンタテイメント＆メディアアウトルック 2018-2022」

図 2-2 世界におけるコンテンツ市場規模( 年・調査対象国)

表 2-1 中央政府の文化支出比較(2019

2018

年調べ)

特に、日本が推進する芸術文化のコンテンツ化は、仕組み次第で、より大きな価値を生み
出す可能性を秘めている。福岡市は、ゲーム産業をはじめ、コンテンツ産業が集積する強み
を持つことから、国の文化政策を進める先駆的役割を担う可能性がある。

1.3. 都市の評価を高める文化的活動環境の充実
日々の社会生活のなかで、異なる分野の活動領域や価値に触れ、交流することで、刺激を

受けたり、気付き、発想の転換のきっかけとなる。そのために、芸術文化やスポーツ活動な
ど、文化的活動は、大きな可能性を秘めている。
多様な文化的活動に触れやすい環境が、市民の参加意欲を高めるとともに、活動の選択肢

を広げる。さまざまな交流が生まれ、そこから新たな価値を生み出す効果が期待される。

中央政府の文化支出比較（2019年調べ）
支出額
（億円）

国家予算に
占める割合(％)

国民1人
あたり金額(円)

日 本 1,167 0.12 922

英 国 2,522 0.22 3,806

ア メ リ カ 1,806 0.04 552

ド イ ツ 2,267 0.52 2,738

フ ラ ン ス 4,394 0.92 6,784

韓 国 3,015 1.14 5,842

算換円貨通国各*）庁化文（書告報業事究研査調較比の等策政化文るけおに国外諸：典出
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都市を評価する世界のさまざまなランキングにおいても、指標として文化に関連する項
目が必ず設けられている(表 2-2)。文化的な活動に触れやすく、自らも参加しやすい場や機
会が身近にあることが、都市としての魅力や評価を高めることにもつながる。 
福岡市は、基本計画において「都市の成長」と「生活の質の向上」の好循環を目指してい

る。文化的活動環境の充実は、文化的活動から生まれる交流や新たな価値による都市の成長
を促すとともに、市民の身近な活動環境の充実が、多様な活動の選択肢として、生活の質の
一つの要素にもなり得る。福岡市は、「第 3 極の都市」と比較しても、芸術鑑賞施設数は遜
色ないが(図 2-3) (２)、さらなる環境の充実により、都市の魅力向上につながる。 

 
表 2-2 世界の都市ランキングの文化関連指標 

 

図 2-3 福岡市及び「第 3極の都市」の芸術鑑賞施設数 
 
1.4. 都市における文化的活動と新たな価値創出の先進的な事例 
都市における文化的活動と新たな価値創出の事例として、イタリア・ボローニャと英国・

バーミンガムの事例についてみる。いずれも、文化的活動を通して、新たな価値を生み、人
の可能性を広げ、いかす取り組みとなっている。 

Cultural Facilities/文化施設

Number of Theaters/劇場・コンサートホール数

Number of Museums/美術館・博物館数

Number of Stadiums/スタジアム数

The Global Liveability Index
英誌エコノミスト

Cultural availability/文化的活動のしやすさ

Museums/ミュージアム

Visual and performing arts/視覚芸術・舞台芸術

Sporting events/スポーツイベント

資料：各指標サイト

Global Power City Index
森記念財団・世界の都市総合力ランキング
「文化・交流」指標

Global Cities Index
Kearney/グローバル都市調査
「文化体験」指標
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1)多様性と文化をいかした経済活動～イタリア・ボローニャ 
「創造都市」として知られるイタリア・ボローニャは、小規模な企業群が、他の産業との

連関性を強めながら地域経済を発展させるインクルージョン型の都市のネットワークを持
つ。人の高度の熟練や洗練された感性に基づく柔軟な専門特化性により、創造性あふれる経
済活動が行われている(3)。 
もともと文化消費額(読書、映画、芝居鑑賞など)がイタリアの市のなかでも高く、劇場や

映画館、美術・博物館、図書館等も多く集積する都市であるが、多様な企業群、人々の持つ
感性や創造性の強みをいかし、「文化の生産と創造的発展」を目指してきた(3)。 
ボローニャ市の「アート、スポーツ、エンターテインメント」分野企業数は、ここ数年右

肩上がりで増え続けており(図2-4)、革新的分野のスタートアップ数も増えている(図2-5)。
このような背景から、ボローニャ市の就業者割合は、国内でもトップとなっている(図2-6)。 
近年では、「Incredibol!」(ボローニャのクリエイティブイノベーション)プロジェクト iが、

マイケル・ブルームバーグ創設の国際ネットワーク「Cities of Service」iiによる「Engaged 
Cities 」賞を受賞している。「Incredibol!」は、官民の連携で展開され、クリエイティブお
よび文化セクターでの新興企業の創出、フリーランサー、アーティストなど個々の人をサポ
ートする。また、人のアイデア、創造性をいかす取組みや地域のクリエイティブ企業の国際
化の促進、伝統的な建物の文化活用による都市景観の変革なども展開されている。 
文化を経済力として、市政のなかに文化政策がしっかりと組み込まれており、人の創造性

をいかしながら、文化をビジネスとして成立させている。小規模な企業群からなる多様性を
いかし、伝統からハイテクさらにはデジタルに至る幅広いジャンルの芸術家と職人の街と
して持続的に発展を続けている(3)。 

 
図 2-4 ボローニャ市「アート、スポーツ、エンターテインメント」分野企業数推移 

資料：di Borogna metroporitanaボローニャ都市圏統計 

 

                                                      
i Incredibol!（ボローニャのクリエイティブイノベーション）は、クリエイティブで文化的な活動を促進するために 

2010 年に開始されたプロジェクト 
ii 第 108 代ニューヨーク市長マイケル・ブルームバーグが 2009 年に創設した国際ネットワーク 
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図図 22--55  ボボロローーニニャャ市市でで活活躍躍すするる革革新新的的ななススタターートトアアッッププ（（新新興興企企業業））数数  

革新的新興企業：イタリアに少なくとも 1 つのオフィスを持ち、利益を分配しておらず、技術的価値の高い革新的な製
品やサービスの開発、生産、マーケティングを主な目的としている新規設立された企業。 

出典：ボローニャ商工会議所 

 

 
図図 22--66  イイタタリリアア大大規規模模自自治治体体別別のの就就業業率率--22001199 年年((％％値値))  

出典：ボローニャ商工会議所・イタリア国立統計研究所 

 
22))住住民民がが優優れれたた文文化化にに触触れれ、、交交流流すするるここととかからら生生ままれれるるムムーーブブメメンントト～～英英国国・・ババーーミミンンガガムム  
文化と人の創造性の関係について、芸術文化のもつ創造性が、都市住民に対して、創造的

アイデアを刺激する多面的なインパクトを与える役割の視点(欧州創造都市研究グループ 
C.Landry )(4)が指摘される。その例として、英国・バーミンガムの取り組みがあげられる。 
バーミンガムは、産業構造の転換により、文化の創造空間づくりを進めた。衰退した重工

業の町の様相が色濃く残っていた市街地は、美術館の改装やコンサートホールの整備など、
文化の創造空間づくりが進められ一変した。メディアを活用した現代アート作品を展示す
るギャラリーが新たに設けられ、若い芸術家達の発表の場が設けられるなど、市民の活動参
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加を促す取り組みも展開された。結果、かつての重工業の雇用は減少したものの、メディア、
専門サービス分野などの雇用は増加したといわれる(3)。 
バーミンガムでは、アーティストらが主導的役割を果たしながら、住民の参画を促す取り

組みを域内全域で展開している。市内を 10 の地域に分け、各地域で、第一線で活動するア
ーティストらが主導的に、市民の参画、交流を促す取り組みを展開する。10 地域それぞれ
異なる分野での活動が展開されるとともに(図 2-7)、これらを統括する Number 11 Arts と
呼ばれる包括的組織がさまざまな支援を行い、文化芸術版インキュベーター施設の機能を
有している。 
多様な活動家と市民のコミュニケーションが生まれ、そこから新しい価値やムーブメン

トが生まれるだけでなく、市民が刺激を受け、創造性を高める効果も期待されている。 
 

 
図図 22--77  地地域域アアーートトフフォォーーララムムママッッププ  

*市内を 10 地域に分け、各地域の第一線で活躍するアーティストらが市民との交流事業を展開 
出典：バーミンガム市議会 
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トが生まれるだけでなく、市民が刺激を受け、創造性を高める効果も期待されている。 
 

 
図図 22--77  地地域域アアーートトフフォォーーララムムママッッププ  

*市内を 10 地域に分け、各地域の第一線で活躍するアーティストらが市民との交流事業を展開 
出典：バーミンガム市議会 

 

 
 

22.. 文文化化的的活活動動機機会会のの拡拡大大  

1 節の文化的活動の環境づくりに対し、活動を行う人の時間の使い方にも着目する。社会
の変革とともに変化しつつあることを踏まえ、新たな活動の選択肢として、文化的活動機会
が拡大する可能性について考察する。 

 
22..11.. 人人のの活活動動選選択択機機会会のの拡拡大大  
人の社会活動時間は、大きく 1次活動・2次活動・3次活動(図 2-8説明参照)に分かれる。

社会活動基本調査では、北九州・福岡大都市圏は、義務的な性格の強い 2次活動時間のなか
でも「通勤時間」が、関東大都市圏と比較して 20 分以上短い。その分、3 次活動時間、即
ち、自身で活動の選択ができる時間は長く確保できるが、「学習・自己啓発」「趣味・娯楽」
「スポーツ」などの「積極的余暇時間」は、現状では関東大都市圏との差は小さく、活動選
択の余地が残っている(図 2-8)。 

  

図図 22--88  社社会会生生活活活活動動時時間間比比較較((全全国国平平均均及及びび北北九九州州・・福福岡岡大大都都市市圏圏とと関関東東大大都都市市圏圏**平平日日))  
1次活動：睡眠・身の回りの用事・食事) 

2次活動：通勤・通学・仕事・学業(学校)・家事・介護・看護・育児・買い物 

3次活動：各人の自由時間における活動…移動(通勤・通学以外)・テレビ・ラジオ・新聞・雑誌休養・くつろぎ・

学習・研究(学業以外)・趣味・娯楽・スポーツ・社会的活動・交際・付き合い受診・療養・その他 

積極的余暇活動… 3次活動のうち「学習・研究」「趣味・娯楽」「スポーツ」「社会的活動」 

資料：平成 28 年社会生活基本調査(総務省)*平日・行動者の平均時間 

 
これに加え、2019 年の働き方改革関連法案の一部施行とともに、多様で柔軟な働き方を

自分で選択できるための改革が進むなかで、2020 年のコロナ禍により、在宅ワークなど定
時通勤しない仕事の形もさらなる広がりを見せた。 
内閣府調査によると、コロナ禍による通勤時間の変化は、1 度目の緊急事態宣言の解除直

後に行われた第 1回調査では、地方圏でも通勤時間の減少が目立った。第 3 波ピーク及び 2
度目の緊急事態宣言発出前に行われた第 2回調査では、その割合は減少したものの(図 2-9)、
通勤時間減少者の、減少状態の継続希望者の割合は、第 1 回調査を上回る結果となった(図
2-10)。 
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社会の変化とともに、今後、２次活動(通勤、仕事含む義務的活動)時間が減少する代わり
に、３次活動(自由に選択できる活動)時間が増加すれば、文化的活動などの積極的余暇活動
時間に充てる時間の拡大が可能となる(図 2-11)。 

  
図 2-9  年2020 コロナ禍前後の通勤時間の変化 

  

図 2-11 社会生活における活動時間の変化見通し 
平成 28 年社会活動基本調査(総務省)の福岡・北九州大都市圏の現状（平日）をもとにした時間配分の変化見通し 

現在 今後の見通し

図 2-10 通勤時間減少状態の継続希望(通勤時間減少者) 

大幅減少

(-51%～)

10.6

3.5

減少
(-21～50%)

8.1

3.3

やや減少

(-6～20%)

9.2

5.7

概ね変化無い

(±5%)

64.9

73.8

やや増加
(+6～20%)

1.5

2.6

増加
（+21～50％）

1.1

大幅増加

(+51%～)

0.5

1.1

わからない

4.9

8.9

凡例

第1回調査

（R2.5下旬）

第2回調査

（R2.12中旬）

(%)

出典：第2回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（内閣府）

*第1回は「感染拡大前からの変化」、第2回は「前年12月からの変化」の質問
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社会の変化とともに、今後、２次活動(通勤、仕事含む義務的活動)時間が減少する代わり
に、３次活動(自由に選択できる活動)時間が増加すれば、文化的活動などの積極的余暇活動
時間に充てる時間の拡大が可能となる(図 2-11)。 

  
図 2-9  年2020 コロナ禍前後の通勤時間の変化 

  

図 2-11 社会生活における活動時間の変化見通し 
平成 28 年社会活動基本調査(総務省)の福岡・北九州大都市圏の現状（平日）をもとにした時間配分の変化見通し 

現在 今後の見通し
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*第1回は「感染拡大前からの変化」、第2回は「前年12月からの変化」の質問
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22..22.. 活活動動境境界界のの変変化化とと文文化化的的活活動動がが持持つつ可可能能性性のの拡拡大大  
一方、価値の創出が、従来の会社に勤める 2 次活動としての労働だけでなく、3 次活動に

もその可能性が広がっている。個々の能力や特技、趣味などをいかした活動を発信し、作品
等を販売したり、動画公開により広告収入を得るケース、活動を見た支持者がインターネッ
ト上でクラウドファンディングや投げ銭 iiiなどで対価を払うケースなど、新たな価値を生み
出す形が広がり、2 次活動と 3 次活動の境界が曖昧になりつつある(図 2-12)。 

2 次活動時間の減少に伴い、拡大が見込まれる３次活動時間のなかでも、自らの意思で芸
術文化やスポーツに親しむ文化的活動が、新たな価値創出に結び付く可能性が広がりつつ
あるといえる。 

 

 
図図 22--1122    22 次次活活動動とと 33次次活活動動のの境境界界のの変変化化概概念念図図  

平成 28 年社会活動基本調査(総務省)をもとに筆者作成 

 

33.. 福福岡岡市市でで多多様様なな文文化化的的活活動動環環境境のの充充実実をを図図るる意意義義  

33..11.. 文文化化的的活活動動にに触触れれらられれるる環環境境とと文文化化水水準準満満足足度度のの向向上上  
福岡市は、文化、スポーツに触れる機会が充実しており、市民の過去 1 年の文化芸術鑑賞

者の割合は 6割以上、週 1 回以上スポーツ活動する割合は過半数の割合となっている(図 2-
13)。 

2020 年には、コロナ禍でさまざまな活動が制約を余儀なくされたものの、本来、福岡市
は、さまざまな文化やスポーツ活動が盛んな都市であり、福岡市民の文化水準、レクリエー
ション施設等の満足度は高まっている(図 2-14)。 
社会活動の変化に対応し、文化的活動の場や機会が充実することで、多様な活動に参加す

る市民の割合はさらに高まると考えられる。 
 

                                                      
iii 投げ銭：インターネット上で動画や音声、文章などを発信する人へファン・支持者らがお金を支払う行為 
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*文化芸術鑑賞、文化芸術活動は過去 1年間の活動、スポーツ活動は週 1回以上活動者 

文化芸術の分野は映画、音楽、美術、演劇・演芸、文芸、生活文化、古典芸能、舞踏、郷土芸能、その他の 10項目 
 

  

 
図図 22--1144  福福岡岡市市民民のの文文化化水水準準等等満満足足度度変変化化  

 
33..22.. 優優れれたた活活動動にに触触れれるるここととでで高高ままるる参参加加意意欲欲  
身近に、文化的活動に触れられる環境があることの重要性は高く、プロの優れた活動や成

果に刺激を受け、自ら活動への参画や、挑戦意欲が掻き立てられる効果が期待される。 
優れたパフォーマンスを生で観て、自らも活動意欲を高めるのは、全ての文化芸術やスポ

ーツ活動に共通する動機付けである。「子どもがプロ野球を観て野球を始める」などは、わ
かりやすい例であるが、一つの例として、身近にプロ野球球団(NPB 日本野球機構)のある
都道府県の多くは、アマチュアチーム数(全日本軟式野球連盟加盟の一般、 少年、学童チー
ム数/人口あたり)が全国平均を上回り、福岡県は、全球団所在都道府県のなかでも、最も人
口あたりチーム数が多い(表 2-3)。 
プロや一線で活躍する人の活動が盛んな都市は、アマチュア熱も高まる効果がある。福岡

市は、文化施設や各種の文化・スポーツイベントなど、プロや一線で活躍する人のさまざま
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図図 22--1133  福福岡岡市市のの文文化化・・ススポポーーツツ活活動動者者割割合合  
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*文化芸術鑑賞、文化芸術活動は過去 1年間の活動、スポーツ活動は週 1回以上活動者 

文化芸術の分野は映画、音楽、美術、演劇・演芸、文芸、生活文化、古典芸能、舞踏、郷土芸能、その他の 10項目 
 

  

 
図図 22--1144  福福岡岡市市民民のの文文化化水水準準等等満満足足度度変変化化  

 
33..22.. 優優れれたた活活動動にに触触れれるるここととでで高高ままるる参参加加意意欲欲  
身近に、文化的活動に触れられる環境があることの重要性は高く、プロの優れた活動や成

果に刺激を受け、自ら活動への参画や、挑戦意欲が掻き立てられる効果が期待される。 
優れたパフォーマンスを生で観て、自らも活動意欲を高めるのは、全ての文化芸術やスポ
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図図 22--1133  福福岡岡市市のの文文化化・・ススポポーーツツ活活動動者者割割合合  

 
 

な文化的活動を生で観て触れる機会は多く、大きな強みといえる。 
 

表表 22--33    NNPPBB 球球団団所所在在都都道道府府県県とと人人口口ああたたりりアアママチチュュアアチチーームム数数((22001199 年年))  

  
 

33..33.. 学学術術的的なな土土壌壌・・ククリリエエイイテティィブブ人人材材集集積積のの強強みみ  
福岡市は、文化と人の創造性の関係について、学術的な観点でアプローチする土壌が備わ

る。国内初の「芸術工学」を専門に研究する国立大学・九州芸術工科大学(現九州大学芸術
工学部・大学院芸術工学府・大学院芸術工学研究院)が 1968 年に設置され、デザインと工学
など、それまでに類を見ない組み合わせの学問領域で学生を集めている。多くの卒業生を排
出し、創造的な価値を生み出す分野において、一線で活躍する人も多い。福岡市の ICT、映
像、デザインなどのクリエイティブ産業にも、多くのOB が活躍しており、福岡市ならでは
の創造的人材集積の強みを持つ。その後の福岡市におけるクリエイティブ産業や関連人材
の集積にも、少なからず影響を与えたと考えられる。 
第 3章でも紹介している福岡市立福翔高等学校「SDGs チャレンジプロジェクト」は、デ

ザイン思考教育を取り入れた授業が、九州大学大学院芸術工学研究院と連携して行われて
おり、高校生の創造性を引き出す取り組みとして、福岡市ならではのクリエイティブ人材の
活用事例といえる。 
また、文化、芸術、スポーツにかかる教育分野での大学や専修学校等で多くの学生・生徒

が学んでおり、次代の人材を育成する教育環境も充実している(表 2-4）。 
 
 
 
 
 

チーム数
人口１０万人

あたりチーム数

福 岡 県 5,104 488.0

大 阪 府 8,809 447.4

埼 玉 県 7,350 392.2

千 葉 県 6,259 364.1

宮 城 県 2,306 329.4

兵 庫 県 5,466 306.2

広 島 県 2,804 305.1

神 奈 川 県 9,198 301.7

全 国 126,167 279.0

東 京 都 13,921 267.3

北 海 道 5,250 205.7

愛 知 県 7,552 186.5

資料 公益財団法人 全日本軟式野球連盟
総務省人口推計（2019年（令和元年）10月1日現在）
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表表 22--44  福福岡岡市市のの文文化化・・芸芸術術・・ススポポーーツツ分分野野のの教教育育をを行行うう大大学学・・専専修修学学校校等等のの学学生生・・生生徒徒数数  

 
33..44.. 民民間間ののククリリエエイイテティィブブ関関連連企企業業等等のの先先進進的的なな取取りり組組みみ  
福岡市は、クリエイティブ分野の関連企業やクリエイターらの活動が盛んな強みを持つ。
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や地域経済の発展を目指す任意団体、CREATIVE LAB FUKUOKA の活動は、福岡市
のクリエイティブ産業の発表・交流の場としての「クリエイティブフェスタ」事業や(図 2-
15)、市民のクリエイティブな活動や交流の場である「交流創出事業(Creative Meetup)」事
業など、産業界、クリエイター、活動家、市民らが、交流する場や機会を広く提供している。 
民間が活動の主導的な役割となり、行政が後押する形で連携が図られており、多様な活動

主体がいることも、福岡市の強みといえる。 
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33..55.. 福福岡岡市市ののククリリエエイイテティィブブ産産業業振振興興とと人人のの活活動動支支援援  
福岡市は、伝統文化、産業の振興に加え、さまざまな文化政策を推進しているが、特に、

ゲーム、映像などのデジタル分野やデザイン、音楽、ファッションなど、クリエイティブ産
業の振興やクリエイティブ人材育成、集積を進める取り組みに力を入れてきた。国の文化戦
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資料：大学：令和２年度教育便覧（福岡県・R2.5.1現在）*文化等関連の名称を持つ学部・学科

専修・各種学校：福岡市統計課（R1.5.1現在）

大 学 ・ 短 大

市 内 専 修 学 校
市 内 各 種 学 校
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略でもみられたように、文化をコンテンツとしてとらえ、経済的価値の創出を支援すること
に力を入れており、コンテンツ産業振興を担う「コンテンツ振興課」があるのも特徴である。 
関連人材や企業の誘致は、クリエイティブキャンプとして、内外のクリエイティブ人材の

誘致に力を入れてきたほか、最近では、コロナ禍を機とした「感染症対応シティ」としての
強みを知ってもらい、社会の変化に敏感な企業の進出を促す取り組みも進めている。 
また、市民らの活動を支援する取り組みにも力を入れ、活動する人の発表の場、ステップ

アップの機会提供なども行っている。2019 年には、リニューアルした福岡市美術館で、世
界的に活躍するコスチュームデザイナーのショーを開催し、学生や若手デザイナーのコン
テスト受賞者も参加するなど、福岡市は、市民らの活動機会や可能性を広げる取り組みなど、
文化的活動を行う人の支援、育成に力を入れている。 
このことは、2020 年のコロナ禍における福岡市独自の文化支援策にも見られる（Box）。

民間の文化関連事業者支援をいち早く打ち出すとともに、大規模 MICE 施設の市民活動者
の発表の場として提供するなど、人の多様な活動意欲を喚起する取り組みも特徴となって
いる。 

 
Box  2020年コロナ禍における福岡市の文化支援政策 

2020 年の新型コロナウイルス感染症拡大によるさまざまな活動自粛は、多くの分野に影
響を及ぼし、経済に深刻な打撃を与え、福岡市もその例外ではなかった。国や多くの自治体
は、苦境に立つ飲食業などを対象とした支援策を打ち出したが、福岡市は、これらに加え、
文化活動分野の支援に力を入れたのが特徴である。 
国の最初の緊急事態宣言が発出(４月７日福岡県等先行)されて間もない５月１日には、福

岡市は、新型コロナウイルスの影響を受けた文化関連事業者等への独自の支援策を打ち出
し、その後も段階的に支援を充実するなど、福岡市が文化を重要な分野ととらえていること
を、内外に強く示した形となった(表 2-5)。 
 

  2020 年コロナ禍における福岡市の主な文化支援策(いずれも既に受付終了) 

  

資料：福岡市 

1.文化・エンターテインメント施設への事業継続支援金

市内の文化・エンターテインメント施設（ライブハウス、劇場など）に対し、無観客での映像配信設備
等にかかる経費として、50万円を上限に支援

2.文化・エンターテインメント活動支援事業

アーティストやイベント関連事業者に対して、ウェブ配信動画の製作についての支援

3.文化・エンターテインメントのハイブリッド開催支援事業

福岡市を拠点に活動する公演主催者が開催する、新型コロナウイルス感染拡大防止のための措置を
講じた有観客公演と、リアルタイムの動画配信を併用したハイブリッド公演にかかる経費として、20
万円を上限に支援

4.マリンメッセ福岡ドリームステージ事業

公演機会を失った福岡市を拠点に活動するアーティストに対し、通常は人気アーティストのコンサー
トなどが行われるマリンメッセ福岡の舞台でパフォーマンスを発表する機会を無償で提供
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44.. 文文化化的的活活動動がが盛盛んんなな都都市市環環境境づづくくりり  

44..11.. 市市民民のの意意欲欲をを高高めめるる多多様様なな文文化化的的活活動動とと交交流流のの場場  
文化的活動が多様な価値を生み、人の可能性を広げることが期待されるなかで、今後は、

3 次活動の選択機会が増える見込みで(図 2-11)、文化的活動に参加する場や機会を充実さ
せることで、市民らの積極的な活動参画を促すことにつながる。 
福岡市民は、さまざまな文化的活動に触れる場や機会に恵まれ、文化水準の満足度は向上

しているが（図 2-13・14、表 2-3）、さらに多様な活動環境づくりを進めることで、より多
くの人の参画を促すだけでなく、活動成果を発信・発表する場や機会が、より高い目標への
挑戦意欲を喚起し、自己実現を促すことにもつながる。 

3 節でみたように、福岡市は、人のクリエイティビティ(創造性)をいかす産業や人材の集
積があり、教育機関も充実していることから、市民らが、先進的な活動を行うクリエイター
らと日常的に交流できる場や機会があることで、刺激を受け、意欲を高めることにつながる。
また、市民同士も、自らの活動分野に限らず、多様な活動をする人が交流することで、新た
な可能性が広がることが期待される。 
文化的活動環境は、都市の魅力や生活の質を高める効果も期待されることから（表 2-2）、

既存施設の活用など、身近に、多様な文化的活動環境を充実させることが重要となる。また、
福岡市の都心部では、天神ビッグバンや博多コネクティッドなど、新しいまちづくりが進み、
大規模なビル建築が続いている。オフィス機能や商業、飲食ほか各種サービスなど多様な機
能が、大規模に、新しく展開されることになるが、都心部では、文化的な魅力づくりも不可
欠である。福岡市の魅力、生活の質を高める意味でも、都心部に、文化的活動の交流を生む
場を設けることで、内外の創造的な活動をする人の集積を促す効果も期待される。 
福岡市は、スタートアップ(を目指す人)のためのスタートアップカフェがあり、エンジニ

アのためのエンジニアカフェも設けられ、さまざまな人が集まり、交流することから新たな
価値を生み出している。このような機能を、文化的活動をする人のための象徴的な空間とし
て、都心部に設けることも一つの可能性として考えられ、新たな価値創出が期待されるとと
もに、市民らが新たな活動に一歩踏み出すきっかけにもなる。 

 
44..22.. 文文化化的的活活動動ののエエココシシスステテムム構構築築～～ススタターートトアアッッププをを参参考考にに  
文化的活動における交流の輪を広げるには、場や機会を充実させるとともに、さらに活動

に参加する人を増やしていくことが重要となる。 
福岡市は、2020 年に内閣府の「スタートアップ・エコシステム拠点」に選定され、スタ

ートアップ企業が成長してさらに後進のスタートアップやその育成を支援するエコシステ
ムの構築が加速することが期待される。 
新たな試みを始める人を先駆者が支援し、活動の輪を広げ、育てるという考え方＝エコシ

ステムは、スタートアップに限らず、全ての分野に必要な取り組みであり、文化的活動にお
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いても同様である。 
福岡市には、クリエイティブ産業の集積や関連人材の教育機関、民間主導による各種の文

化的活動支援の取り組みが充実している（3 節）。文化的活動が、イノベーションを促すと
いう前提に立ち（1 節）、一線で活躍する多くの活動家、クリエイターが集積する強みをい
かしながら、市民との交流や文化的活動への支援を促すことで、さらに活動に参加する人の
輪を広げる文化的活動のエコシステムを構築することが重要となる。 

 

55.. 第第２２章章ののままととめめ  

これまでみてきたように、人の活動の選択肢として、文化的活動が持つ可能性は大きい。
多様な主体が、多様な活動を通して発信・交流することで、新たな価値やイノベーションが
生まれる社会が、ダイバーシティ・ネクストの目指す先にある。 
アメリカの社会学者 R.フロリダは、都市こそがクリエイテイビティ(創造性)を生む「場」

であり、マイノリティに対する寛容性と経済成長との間に強い相関があることを実証した
が(5)、多様な活動に対する受容性、寛容性もまた、都市のイノベーションを生むエンジンと
なり得る。 
多様な文化的活動に触れられる環境・機会の充実により、「福岡市に行けば、多様な文化

的活動に触れ、交流ができる」「福岡市に行けば、文化的活動を通して自己実現や新たな可
能性を広げられる」との評価を高め、さらに多くの創造性の高い人材の集積を生む好循環が
生まれる。福岡市の進めてきたクリエイティブ産業や人材の集積を促す取り組みがさらに
進化し、ユニークで多様な価値を生み出す人材が活躍する社会が広がり、人の創造性から生
まれる次代の価値やイノベーションを生み続ける都市の実現につながることが期待される。 

 

－ 43－





 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

次世代に求められる 

ダイバーシティ・ネクスト 

 
 

本章の要約 

本章では、イノベーション人材を創出するための学びのダイバーシティ・ネクストについて論じる。

イノベーションを創出する人材に期待される能力・素養は、①関心を持つ力、②知識・技術、③価値

を創造する力、④行動に移す力の 4 つの要素に整理される。これらの能力・素養の会得には、認

知能力と呼ばれる知識や技能に加え、非認知能力と呼ばれる学習の意欲や困難を乗り越える力

の両方が求められる。しかし、昨今の調査結果を通して、日本の子どもたちは高い認知能力を有

しつつも、非認知能力の不足や探究の機会の少なさが指摘できることがわかった。 

このことから、本章では、イノベーションを創出する能力・素養を身に付けるアプローチとして、情

報教育、STEM・STEAM 教育、デザイン思考教育の 3 つの学びに焦点をあて、これらの能力・素

養がいかに育まれるかについて議論を展開する。まず、情報教育では、情報処理等の技術的な知

識を身に付けつつも、学習における ICT の活用に遅れが見られることが指摘された。STEM・

STEAM 教育では、理系教育にとどまらず、分野横断的・探究的な学びとして発展していくことが

期待される。デザイン思考教育では、市内で試行的にデザイン思考教育を取り入れている福翔高

校の事例を踏まえ、課題の解決法を見出すだけでなく、変化のスピード・複雑さから将来予測の

難しい現代において、求められる課題を「発掘する」という能力の重要性が指摘された。 

事例から得られた考察ならびに認知能力・非認知能力の分析から、イノベーションに必要な 4 つ

の要素のうち、①関心を持つ力の強化が重要となることを示した。 



第第 33章章のの背背景景とと目目的的  

第 3 章では、都市が継続的にイノベーションを創出するための長期的な視野として、次
世代のイノベーション力育成に向けた検討を行う。現在、社会では、目まぐるしく進展する
情報技術等の新技術の開発と活用に向けた人材の育成と、新型コロナウイルス感染症によ
って制約の増えた学びにおける新たな教育手法の模索が並行して進められている。そうし
たなか、技術革新に取り残されないようにすることやコロナ禍においても学びを継続する
ことは、課題の解決とはなりうるが、新たな価値の創出には一歩及ばない。課題解決という
「守り」の姿勢にとどまらず、制約をばねにした新しい価値の創出という「攻め」の姿勢に
転換することが、イノベーションとなり、創造の源泉となる。 
そこで本章では、人々がイノベーションを創出する際に求められる能力・素養はどのよう

なものか、現状ではどのような強み・弱みが存在するのか、またどのような学びを通して、
イノベーション創出に寄与する能力・素養を会得することができるのかについて考察を行
う。次節以降の検討において、今後求められる学びでは、暗記や正解を導き出すのではなく、
自ら考え、問いかけを続けられる学びの重要性が指摘される(1)。そうした主体的・探究的な
学びをサポートするアプローチとして、情報教育、STEM・STEAM 教育、デザイン思考教
育の 3 つを取り上げる。後述する通り、情報教育（ICT 活用教育）では、調べ学習や表現の
幅の広がりにおける可能性が期待されること、STEM・STEAM教育では、探究的な学習が
主軸に置かれること、またデザイン思考教育では課題自体を問うアプローチが取られるこ
となど、イノベーション創出につながる学びとしての可能性が示唆される。 
 

11.. イイノノベベーーシショョンン創創出出にに求求めめらられれるる能能力力・・素素養養  

11..11.. 能能力力・・素素養養のの整整理理  
イノベーションには何が必要か。イノベーションが語られる文脈には、企業経営やスター

トアップといった経済的価値の実現とつながりを持つものが多い。このため、必然的にイノ
ベーションに関する文献は、企業経営を題材にした考察が目立つ。しかし、多くの企業経営
者らが、「イノベーションを突き詰めると人材がすべて(2)」と語るように、人材、すなわち、
人の持つ能力・素養が大きく影響することが考えられる。すなわち、人の能力は、社会人に
なってから身に付けるものばかりではなく、それまでの経験や学びの過程で会得・体得する
ものも多い。経済産業省が、個人が能力を発揮し続けるために必要となる「社会人基礎力」
（後述）を社会人初期の段階で身に着けておく必要があると指摘するように(3)、専門スキル
の獲得以前に土台となる素養を備えておくことが求められる。 
イノベーションを起こす、あるいは、創造するためのスキルや素養を紐解くにあたり、日

本創造学会が提示する「創造」の定義を糸口にしたい。「創造とは、人が異質な情報群を組
み合わせ統合して問題を解決し、社会あるいは個人レベルで、新しい価値を生むこと(4)」と
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第第 33章章のの背背景景とと目目的的  

第 3 章では、都市が継続的にイノベーションを創出するための長期的な視野として、次
世代のイノベーション力育成に向けた検討を行う。現在、社会では、目まぐるしく進展する
情報技術等の新技術の開発と活用に向けた人材の育成と、新型コロナウイルス感染症によ
って制約の増えた学びにおける新たな教育手法の模索が並行して進められている。そうし
たなか、技術革新に取り残されないようにすることやコロナ禍においても学びを継続する
ことは、課題の解決とはなりうるが、新たな価値の創出には一歩及ばない。課題解決という
「守り」の姿勢にとどまらず、制約をばねにした新しい価値の創出という「攻め」の姿勢に
転換することが、イノベーションとなり、創造の源泉となる。 
そこで本章では、人々がイノベーションを創出する際に求められる能力・素養はどのよう

なものか、現状ではどのような強み・弱みが存在するのか、またどのような学びを通して、
イノベーション創出に寄与する能力・素養を会得することができるのかについて考察を行
う。次節以降の検討において、今後求められる学びでは、暗記や正解を導き出すのではなく、
自ら考え、問いかけを続けられる学びの重要性が指摘される(1)。そうした主体的・探究的な
学びをサポートするアプローチとして、情報教育、STEM・STEAM 教育、デザイン思考教
育の 3 つを取り上げる。後述する通り、情報教育（ICT 活用教育）では、調べ学習や表現の
幅の広がりにおける可能性が期待されること、STEM・STEAM教育では、探究的な学習が
主軸に置かれること、またデザイン思考教育では課題自体を問うアプローチが取られるこ
となど、イノベーション創出につながる学びとしての可能性が示唆される。 
 

11.. イイノノベベーーシショョンン創創出出にに求求めめらられれるる能能力力・・素素養養  

11..11.. 能能力力・・素素養養のの整整理理  
イノベーションには何が必要か。イノベーションが語られる文脈には、企業経営やスター

トアップといった経済的価値の実現とつながりを持つものが多い。このため、必然的にイノ
ベーションに関する文献は、企業経営を題材にした考察が目立つ。しかし、多くの企業経営
者らが、「イノベーションを突き詰めると人材がすべて(2)」と語るように、人材、すなわち、
人の持つ能力・素養が大きく影響することが考えられる。すなわち、人の能力は、社会人に
なってから身に付けるものばかりではなく、それまでの経験や学びの過程で会得・体得する
ものも多い。経済産業省が、個人が能力を発揮し続けるために必要となる「社会人基礎力」
（後述）を社会人初期の段階で身に着けておく必要があると指摘するように(3)、専門スキル
の獲得以前に土台となる素養を備えておくことが求められる。 
イノベーションを起こす、あるいは、創造するためのスキルや素養を紐解くにあたり、日

本創造学会が提示する「創造」の定義を糸口にしたい。「創造とは、人が異質な情報群を組
み合わせ統合して問題を解決し、社会あるいは個人レベルで、新しい価値を生むこと(4)」と

ある。つまり、創造とは、多くの情報から適切なものを選び出し（＝情報選択）、それを組
み合わせる（＝情報・技術の応用）ことにより問題を解決する（＝問題定義・問題解決）。
そのことにより、社会あるいは個人レベル（＝多面的な視野の提供）で、新たな価値を生み
出す（＝評価・価値創造）ことと解釈できる。 
また、野村総合研究所（野村総研）が行ったイノベーション人材に関する調査報告では、

イノベーション人材は、価値を発見する際に必要な能力、すなわち「価値発見力」が高いこ
とが示されている(5)。「価値発見力」とは、「おかしいと思う力」「観察する力」「関連づける
力」「人とつながる力」「捨てる力」「試す力」「挑戦する力」の 7 つの能力・素養から構成さ
れる(5)。 
さらに、国の政策を見ると、新たな時代に求められる人材像や能力が浮かび上がる。経済

産業省が提唱する人生 100 年時代の「社会人基礎力」では、「前に踏み出す力」「考え抜く
力」「チームで働く力」の 3つが「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必
要な基礎的な力」と挙げられている(6)。「前に踏み出す力」には、「主体性」「働きかけ力」
「実行力」、「考え抜く力」には、「課題発見力」「計画力」「創造力」、「チームで働く力」に
は、「発信力」「傾聴力」「柔軟性」「状況把握力」「規律性」「ストレスコントロール力」が含
まれる。 
新しい学習指導要領（小学校 2020 年度から、中学校 2021 年度から、高等学校 2022 年度

からそれぞれ導入）では、よりよい社会をつくるために新しい時代に必要となる資質・能力
として、「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力、人間性など」の 3
つの柱が示されている(7)。 

出典：日本創造学会、野村総研、経済産業省、新学習指導要領の資料を元に筆者作成 

 

表表 33--11  イイノノベベーーシショョンン創創出出にに求求めめらられれるる能能力力・・素素養養のの整整理理 

 ① 関心を持つ力 ② 知識・技術 ③ 価値を創造する力 ④ 行動に移す力 

創造 

（日本創造学会） 

 問題定義・問題解決  情報選択  情報・技術の応用 

 多面的な視野 

 価値創造 

 

イノベーション人材

の持つ能力「価値発

見力」 

（野村総研） 

 観察する力 

 おかしいと思う力 

  関連付ける力  人とつながる力 

 捨てる力 

 試す力 

 挑戦する力 

社会人基礎力 

（経済産業省） 

 課題発見力 

 傾聴力 

 主体性 

 状況把握力  創造力 

 柔軟性 

 働きかけ力 

 実行力 

 計画力 

 発信力 

 規律性 

 ストレスコントロー

ル力 

新しい時代に必要と

なる資質・能力 

（新学習指導要領） 

 思考力・判断力・表

現力 

 学びに向かう力、人

間性 

 知識・技能   
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これらをカテゴリー別に整理したところ、①関心を持つ力、②知識・技術、③価値を創造
する力、④行動に移す力の 4 つに分類することができた（表 3-1）。①関心を持つ力は、既
往の事象を新たな視点で見つめなおそうとする意識を持ち、何が問題であるかということ
に真摯に向き合う力であり、これがあるからこそ、やり遂げる力や根本的な問題に立ち戻る
力が芽生えると考えられる。②知識・技術は、問題意識に基づき、現状を把握すべく必要な
情報を収集し適切に処理する能力と考えられる。③価値を創造する力は、②で集めた情報を
柔軟な視点で新たな関連付けを行い、新たな価値を創造する力である。④行動に移す力は、
③の構想を具現化する力であり、計画し、他者と協力し、主体的に取り組む能力と考えられ
る。野村総研の価値発見力や経済産業省の社会人基礎力は、新規事業の創出などを重視する
ことから、④行動に移す力に力点が置かれていることがわかる。これに対し、日本創造学会
や新学習指導要領では、学びや新たな価値の発見に重きが置かれているように読み取れる。
このように、イノベーションを定義する組織の特性によって重点分野は異なるものの、イノ
ベーションの創出には、関心を持ち、適切に情報処理を行い、新たな価値を創出し、それを
実行に移すという 4 つのステップが求められていると言える。 

 
11..22.. 日日本本のの学学力力おおよよびび探探究究心心  

PISA2018の調査結果によれば、日本は、数学的リテラシーおよび科学的リテラシーはと
もに、調査 79 か国のなかでもトップの水準（それぞれ 6 位、5 位）にある一方で、読解力
では順位を落とす（15 位）（図 3-1）(8)。PISA において読解力は、「自らの目標を達成し、
自らの知識と可能性を発達させ、社会に参加するために、テキストを理解し、利用し、評価
し、熟考し、これに取り組むこと」と定義され、「情報を探し出す」「理解する」「評価し、
熟考する」の 3 分野で評価される。日本の生徒は、読解力のなかでも、文章の理解や複数文
章の異同の確認など「理解する」力が優れていることに対して、「情報を探し出す」力およ
び「評価し、熟考する」力が弱い。文章を批判的に考察し、自らの意見を表明し、その意見
を説明する力が不足していることが指摘される。 
また、日本は諸外国に比べ、修士・博士の学位取得者の割合が低いことが指摘される。人

口 100 万人当たりの学士号取得者数（2017年度）を見ると、韓国（6,594 人）、英国（6,312
人）、アメリカ（6,043 人）に次いで 4,481人であり、ドイツ、フランス、中国より高い数値
となっている(9)。しかし、修士号となると、英国 3,694人、アメリカ 2,486人、ドイツ 2,465
人、フランス 2,072 人、韓国 1,623 人に対し、日本は 569 人にとどまる。博士号でも同じ
く、諸外国に比べ低い値となっている（図 3-2）。加えて、博士号取得者数の推移を見ると、
2000年以降、諸外国が値を伸ばしているのに対し、日本は減少傾向にある（図 3-3）(9)。 
こうした結果は、より探究的な学びの機会を得る人口が諸外国に比べ小さいことを示し

ており、PISAの調査結果と合わせて考えると、知識・情報を社会的な課題解決へと結びつ
ける力、より深く探究する力が不足することが懸念される。 
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これらをカテゴリー別に整理したところ、①関心を持つ力、②知識・技術、③価値を創造
する力、④行動に移す力の 4 つに分類することができた（表 3-1）。①関心を持つ力は、既
往の事象を新たな視点で見つめなおそうとする意識を持ち、何が問題であるかということ
に真摯に向き合う力であり、これがあるからこそ、やり遂げる力や根本的な問題に立ち戻る
力が芽生えると考えられる。②知識・技術は、問題意識に基づき、現状を把握すべく必要な
情報を収集し適切に処理する能力と考えられる。③価値を創造する力は、②で集めた情報を
柔軟な視点で新たな関連付けを行い、新たな価値を創造する力である。④行動に移す力は、
③の構想を具現化する力であり、計画し、他者と協力し、主体的に取り組む能力と考えられ
る。野村総研の価値発見力や経済産業省の社会人基礎力は、新規事業の創出などを重視する
ことから、④行動に移す力に力点が置かれていることがわかる。これに対し、日本創造学会
や新学習指導要領では、学びや新たな価値の発見に重きが置かれているように読み取れる。
このように、イノベーションを定義する組織の特性によって重点分野は異なるものの、イノ
ベーションの創出には、関心を持ち、適切に情報処理を行い、新たな価値を創出し、それを
実行に移すという 4 つのステップが求められていると言える。 

 
11..22.. 日日本本のの学学力力おおよよびび探探究究心心  

PISA2018の調査結果によれば、日本は、数学的リテラシーおよび科学的リテラシーはと
もに、調査 79 か国のなかでもトップの水準（それぞれ 6 位、5 位）にある一方で、読解力
では順位を落とす（15 位）（図 3-1）(8)。PISA において読解力は、「自らの目標を達成し、
自らの知識と可能性を発達させ、社会に参加するために、テキストを理解し、利用し、評価
し、熟考し、これに取り組むこと」と定義され、「情報を探し出す」「理解する」「評価し、
熟考する」の 3 分野で評価される。日本の生徒は、読解力のなかでも、文章の理解や複数文
章の異同の確認など「理解する」力が優れていることに対して、「情報を探し出す」力およ
び「評価し、熟考する」力が弱い。文章を批判的に考察し、自らの意見を表明し、その意見
を説明する力が不足していることが指摘される。 
また、日本は諸外国に比べ、修士・博士の学位取得者の割合が低いことが指摘される。人

口 100 万人当たりの学士号取得者数（2017年度）を見ると、韓国（6,594 人）、英国（6,312
人）、アメリカ（6,043 人）に次いで 4,481人であり、ドイツ、フランス、中国より高い数値
となっている(9)。しかし、修士号となると、英国 3,694人、アメリカ 2,486人、ドイツ 2,465
人、フランス 2,072 人、韓国 1,623 人に対し、日本は 569 人にとどまる。博士号でも同じ
く、諸外国に比べ低い値となっている（図 3-2）。加えて、博士号取得者数の推移を見ると、
2000年以降、諸外国が値を伸ばしているのに対し、日本は減少傾向にある（図 3-3）(9)。 
こうした結果は、より探究的な学びの機会を得る人口が諸外国に比べ小さいことを示し

ており、PISAの調査結果と合わせて考えると、知識・情報を社会的な課題解決へと結びつ
ける力、より深く探究する力が不足することが懸念される。 

 
図図 33--11  基基本本的的学学習習のの習習熟熟度度  

出典：OECD 
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図図 33--22  人人口口 110000 万万人人ああたたりり学学位位取取得得者者数数（（22001166 年年））「「科科学学技技術術指指標標 22001199」」  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 
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図図 33--33  人人口口 110000 万万人人当当たたりり博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移「「科科学学技技術術指指標標 22001199」」  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 

 
11..33.. 非非認認知知能能力力のの重重要要性性のの高高ままりり  

PISA の学習習熟度で示した、読解力や科学的リテラシーが認知能力と呼ばれる一方で、
好奇心ややり抜く力などの非認知能力と呼ばれる能力の重要性が注目されてきている。心
理学者のアンジェラ・リー・ダックワースは、GRIT 理論を提唱し、「才能や IQ（知能指数）
や学歴ではなく、個人のやり抜く力こそが、社会的に成功を収める最も重要な要素である」
と述べている(10)。GRIT とは、Guts（度胸）：困難なことに立ち向かう、Resilience（復元
力）：失敗しても諦めずに続ける、Initiative（自発性）：自分で目標を見据える、Tenacity（執
念）：最後までやり遂げる、の 4 つの要素を含んだ能力とされる。 

PISA の同調査においても、非認知能力に関する項目が含まれる。図 3-4で示すのは、困
難に直面した際に解決策を見つけられる（という自信がある）かどうかや、失敗しそうな時
に他者の目が気になるかどうかなど、成長するために必要な思考や態度についての調査結
果である(8)。日本の 15 歳は、諸外国の子どもたちと比べて、自ら困難に対応できるという
認識が低いこと、失敗に対する恐れが強いことが示されている。一方、自分の知能は変えら
れることに対して肯定的な意識を持ち、成長の可能性を閉じてしまっていないことも明ら
かとなった。 
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図図 33--44  成成長長すするる思思考考態態度度  

出典：OECD を元に筆者追記 

 
こうした非認知能力は、認知能力をさらに伸ばすためにも、あるいは前節で述べた探求的

な学習の継続にも影響を与えることが研究で明らかにされている。経済学者のスール・アラ
ンによれば、困難や失敗を乗り越え、より難しい課題に取り組む努力をする（そうした意欲
がある）子どもほど高い成果をあげられるという(11)。将来の自身を想像し、前向きな姿勢を
奨励するような介入を教師から受けた生徒は、忍耐力や自制心を身に付けることができた
という結果もある(12)。 
主体的な探究における、知識や技能の獲得ならびに思考力・判断力・表現力等を身に付け

る過程において、この粘り強さが要求される(13)。GRIT は、超長期的な目標に向けた情熱や
忍耐力であり、これを身に付けるためのノウハウが提供されているわけではない。一つの有
効な方法として挙げられるのは、「成長思考（Growth mindset）」であり、これは生まれつき
の素質ではなく努力で変えることができるとされる(14)。 
将来的な可能性を見据え、失敗を恐れず、困難に立ち向かい続ける能力の育成は、①関心

を持つ力および④行動に移す力に関係することから、イノベーション創出に欠かせない能
力と言える。 
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22.. 多多様様なな学学びびのの模模索索  

22..11.. 情情報報教教育育  
11)) 情情報報教教育育とと IICCTT活活用用教教育育  
コロナ禍において、日本では、学校教育におけるデジタル機器の利用が急激に増加した。

緊急事態宣言下で急激な進展を見せたデジタル機器利用および ICT 利用であるが、情報教
育の歴史を振り返ると、1960 年代までさかのぼり、半世紀以上の変遷を経てきている。当
初は専門要員の養成という位置づけで情報処理教育が導入され、専門教育としての充実期
を経て、1980 年代に普通教育へと展開してきた(15)。ここでは、情報技術の習得やデジタル
機器を活用した学びなどを総称して情報教育と述べたが、本来、情報教育と ICT 活用教育
は、区別して考えなければならない。辰己ら（2015）によれば、情報教育とは、情報そのも
のの性質や、ハードウェア・ソフトウェアの生成、それらを利用する場合の社会的な影響な
どについての学習活動を指す(16)。これに対し、ICT 活用教育は、電子黒板の利用やデジタ
ル教科書、カメラ、プロジェクタの活用、統計ソフトを利用した数学学習、ビデオチャット
を利用した英語学習などが含まれる(16)。 

 
出典：国立教育政策研究所 

 
こうしたデジタル学習・オンライン学習などの ICT活用教育において、日本が他のOECD

諸国に比べ大幅に遅れを取っていることが、PISA の 2018 年の報告で明らかになった。例
えば、国語の授業において、デジタル機器を週に 30 分以上利用する割合を見ると、デンマ
ーク 81.3%、OECD平均 22.6%に対し、日本は 5.4%であり（図 3-5）、OECD 加盟国中最
下位であった(17)。また、生徒がコンピュータを使って宿題をする頻度を見ると、ほぼ毎日と
答えた割合がOECD平均 22.2％に対し日本は 3.0％となっており、さらには「まったくか、
ほとんどない」との回答が日本は 78.8％と非常に高い値を示した（図 3-6）(17)。一方で、ネ
ット上でチャットをする、1 人用ゲームで遊ぶ、インターネットでニュースを読む、など日
常でのデジタル機器利用および「携帯電話（インターネット接続あり）」の利用割合はOECD

図図  33--55  11 週週間間ののううちち、、教教室室のの授授業業ででデデジジタタルル機機器器をを利利用用すするる時時間間  
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平均を上回っているが、「デスクトップ・コンピュータ」「ノートパソコン」「タブレット型
コンピュータ」の利用割合はOECD平均を下回る。インターネット環境やデジタル機器へ
のアクセスが制限されているわけではないものの、インターネットやデジタル機器が学習
利用されていないという実態が浮かび上がる(18)。 

 

 
出典：国立教育政策研究所 

 
22)) 日日本本のの関関連連施施策策  
近年の ICT に関する教育政策を俯瞰すると、「スクール・ニューディール」構想（文部科

学省：2009 年）における学校の ICT 環境整備(19)、教育分野の ICT 利活用を目指した「フ
ューチャースクール推進事業」（総務省：2010 年）、情報教育、教科指導における情報通信
技術の活用、公務の情報化の 3 つを軸とした「教育の情報化ビジョン」（文部科学省：2011
年）、ICT を活用し子どもたちの主体的な学習を促す実証研究を進めた「学びのイノベーシ
ョン事業」（文部科学省：2011 年）、「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」（日本経済再生本
部：2013 年）におけるプログラミング教育等の IT教育の推進、後述する「未来の教室」（経
済産業省：2018 年）、「GIGA スクール構想」（2019年）などがあり、過去 10年で、ICT 環
境の整備と活用が特に強化されてきたことが見て取れる。 

2019年 12 月に発表された GIGAスクール構想では、文部科学大臣が「Society 5.0 時代
に生きる子供たちにとって、PC 端末は鉛筆やノートと並ぶマストアイテム」と述べ、1人
1 台の端末環境整備ならびに公務の支援システムの構築が進められている(20) i。こうした端
末や通信環境の整備により、「多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適
化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育 ICT 環境の実現」が目指される(21)。1 人
1 台端末の環境下では、一斉学習において双方向型のコミュニケーションが確保され、教室
の座る位置によって目が行き届きにくい状況や学習の遅れに気づかない状況を生まれにく
くする。個別学習では、各人の教育的ニーズや学習状況に応じて学べることから、得意な教
                                                      
i 当初の計画では、1 人 1 台端末及び環境の整備等を 2023（令和 5）年度に達成する予定であったが、コロナ拡

大の影響により、遠隔教育等の実現を加速する必要が生じたことから、2020（令和 2）年度の補正予算にさらに

2,292 憶円が計上され、2020 年度中に端末 1 人 1 台が実現する見込みとなった 

図図  33--66  ココンンピピュューータタをを使使っってて宿宿題題ををすするる頻頻度度  
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科では学習をどんどん進め、苦手な教科では時間をかけて基礎を理解するといったことが
可能になる。協働学習では、一人ひとりの考えがリアルタイムで共有され全員の参加度が高
まるとされる(21)。また、ICT の活用により、調べ学習における情報収集・整理・分析力の
向上、表現・制作の幅の広がり、遠隔教育における多様な考えに触れる機会の創出、情報技
術の活用場面の増加による情報モラル教育などの効果が期待される(21)。 
また、ICT 活用教育の推進による ICT 活用力の底上げに加え、日本の産業競争力強化に

おいて、AI や IoT を活用する「先端 IT 人材」の不足が懸念されている(22)。こうした懸念
の一方で、急速な技術革新が進む現代においては、今教えている技術がすぐに使われなくな
ってしまうのではないかという心配の声も聞かれる(23)。新学習指導要領では、プログラミ
ングを含む情報活用能力の育成が組み込まれるが、文部科学省が設置する有識者会議 iiにお
いても、プログラミングの操作や技術を覚えるのではなく、その体験を通じて、普遍的に求
められる力としての「プログラミング的思考」などを育むことに主眼が置かれている(23)。 

 
33)) 民民間間のの IICCTT関関連連教教育育  
公教育における ICT 活用やプログラミング教育の導入が進むなか、民間による子ども向

け ICT 関連の教室が急激に増加している。2019 年の子ども向けプログラミング教室市場規
模は、前年比 126％の 114 億円となっており、2025 年には 2.1 倍の 292 億円に上るとの予
測が立てられている（図 7）。 
また、プログラミング教育のポータルサイト「コエテコ」によれば、福岡市内のプログラ

ミング・ロボット教室は 2021 年 2 月時点で 189 件存在する。2020 年度からプログラミン
グ教育が必修化されるなか、こうした民間との連携が重要となってくる。実際のカリキュラ
ム作成や題材の提供は各学校の裁量によることから、民間の専門知識や技術を活用しつつ、
授業を進めることが期待される(24)。福岡市では、プログラミングの必修化前から、ICT 教
育・プログラミング教育推進の拠点校を設置し、民間団体と連携しながらプログラミング教
育の実践を進めてきている。教員研修や機材整備、授業設計などにおいて NPO 法人
CANVASの支援を受けるほか(25)、ソニーが提供するプログラミングツール「MESH」を採
用し、人感センサーや温度センサーなどの機能ブロックの組み合わせを子どもたちが体験
しながら論理的思考力を身に付ける学習を進めている(26)。 

                                                      
ii 小学校段階における論理的思考力や創造性、問題解決能力等の育成とプログラミング教育に関する有識者会議
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用し、人感センサーや温度センサーなどの機能ブロックの組み合わせを子どもたちが体験
しながら論理的思考力を身に付ける学習を進めている(26)。 

                                                      
ii 小学校段階における論理的思考力や創造性、問題解決能力等の育成とプログラミング教育に関する有識者会議

 

 
図図 33--77  子子どどもも向向けけププロロググララミミンンググ教教育育市市場場規規模模調調査査  

出典：コエテコ by GMO 

 
22..22.. SSTTEEMM・・SSTTEEAAMM教教育育  
11)) SSTTEEMM・・SSTTEEAAMM教教育育のの変変遷遷  

STEM 教育とは、科学（Science）・技術（Technology）・工学（Engineering）・数学（Math）
の教育分野を総称した教育モデルで、近年では、Art を加えた STEAM 教育や環境教育を加
えた eSTEMなどの展開も見られる。 

STEM 促進の背景には、アメリカの国際的競争力の強化を見据えた科学技術人材の育成
がある。STEM は、1990 年代に米国科学財団（NSF）が開始した SMETに端を発し、2012
年のアメリカの「次世代科学教育スタンダード」の策定以降世界的にも広まってきた。「次
世代科学教育スタンダード」では、K-12 を通した科学教育が挙げられている。K-12 とは、
幼稚園（Kindergarten）から 12 年生（日本で言う高校 3年生）までの 13 年間の教育期間を
指し、幼少期から科学に触れる機会の提供が重視されている。 
日本国内においては、Artを組み入れた「各教科での学習を実社会での課題解決に生かし

ていくための教科横断的な教育」として、STEAM教育が取り入れられてきている。近年の
Society 5.0 や GIGA スクールなど関連施策の進展とともに、文部科学省、経済産業省の両
省において STEAM 教育の導入に向けた検討が進められている。 
文部科学省内タスクフォースによる「Society 5.0に向けた人材育成」（2018）では、小中

学校期における生涯学び続けられるための基礎的読解力の習得、高等学校期における
Society 5.0 時代に必要な資質・能力の習得、ならびに思考の基盤となる STEAM 教育の重
要性が指摘され、大学においては、STEAM やデザイン思考が学部にかかわらず分野横断的
に取り入れられることが期待される(27)。 
経済産業省では、2018 年に、「第 4 次産業」と「人生 100 年」の時代に対応した人材育成

※ 2018・2019年の数値に関しては、「2018年子ども向けプログラミング教育市場調査（2018年4月23日）」

「2019 年子ども向けプログラミング教育市場調査（2019 年 4 月 19 日）」から引用 
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に向け「未来の教室」と EdTech研究会を設置した(28)。2019 年 6 月に発表された「未来の
教室」ビジョンでは、①学びの STEAM 化、②学びの自立化・個別最適化、③新しい学習基
盤づくりの 3つの柱を軸に、「様々な個性の子どもたちが、未来を創る当事者（チェンジ・
メイカー）になるための教育環境づくり」が掲げられている(29)。 

 
22)) SSTTEEMM教教育育をを通通ししたた探探究究的的学学習習  
科学技術人材の育成から始まった STEM 教育であるが、近年は、実践型、社会貢献型、

分野横断型の学びへと変化してきている。米国教育省では、STEM の 4 分野を通して「問
題を解決する、情報の意味を理解する、意思決定のためにエビデンスを収集して評価するた
めの知識とスキルを育む」という目標を設定し、実践や社会への科学技術の還元のための入
り口として STEMを位置付ける(30)。日本での学術的見解においては「理数系の教育を改革
する意図(31)」や「いわゆる「理系」教育(32)」など、あくまでも科学技術分野の学問である
との認識が示される一方で、「IT を積極的に用いて、自発性、創造性、判断力、問題解決力
を養う(31)」ことや、「問題解決型の学習やプロジェクト学習の重視」という、科学技術を用
いて、いかに社会的課題に対応するかを重視した教育としての認識が広まっている。文部科
学省における『幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改
善及び必要な方策等について（答申）』においては、「STEM教育では、問題解決型の学習や
プロジェクト型の学習が重視されており、わが国における探究的な学習の重視と方向性を
同じくするものである。」(33)と記されていることから、科学技術分野における個別の知識・
スキルを超えた学びが求められていることがわかる。 

 
33)) 諸諸外外国国のの事事例例  
アメリカに並び STEM・STEAM 教育に力を入れている国として、オーストラリア、ニュ

ージーランド、台湾などが挙げられる。 
オーストラリアでは、国・州の施策として初等中等教育での STEM 教育実践が始まって

いる。「数学」や「科学」と並ぶ学習領域の一つとして「技術」があり、STEM は、主にこ
れら 3 つの科目で取り組まれる。ここでは「技術」における取り組みを紹介する。「技術」
は「デザインと技術」および「デジタル技術」から構成され、それぞれにおける学びの原則
（以下）が設定され、学習の重要な指針となっている。 

 
「デザインと技術」は、生徒が創造的で応用力の高いデザイナーになることを可能にする。

生徒が倫理的、法的、美的、機能的要因と、技術変化の経済的、環境的、社会的影響、そし
て技術の選択とその利用が持続可能な未来にどのように貢献するかを考えるとき、鋭い感
覚を持った意思決定者になるための知識、理解、スキルを身に付ける（筆者訳）(34)。 

 
「デジタル技術」は、現代および新しい情報システムとその実践が現在および将来のニー
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に向け「未来の教室」と EdTech研究会を設置した(28)。2019 年 6 月に発表された「未来の
教室」ビジョンでは、①学びの STEAM 化、②学びの自立化・個別最適化、③新しい学習基
盤づくりの 3つの柱を軸に、「様々な個性の子どもたちが、未来を創る当事者（チェンジ・
メイカー）になるための教育環境づくり」が掲げられている(29)。 

 
22)) SSTTEEMM教教育育をを通通ししたた探探究究的的学学習習  
科学技術人材の育成から始まった STEM 教育であるが、近年は、実践型、社会貢献型、

分野横断型の学びへと変化してきている。米国教育省では、STEM の 4 分野を通して「問
題を解決する、情報の意味を理解する、意思決定のためにエビデンスを収集して評価するた
めの知識とスキルを育む」という目標を設定し、実践や社会への科学技術の還元のための入
り口として STEMを位置付ける(30)。日本での学術的見解においては「理数系の教育を改革
する意図(31)」や「いわゆる「理系」教育(32)」など、あくまでも科学技術分野の学問である
との認識が示される一方で、「IT を積極的に用いて、自発性、創造性、判断力、問題解決力
を養う(31)」ことや、「問題解決型の学習やプロジェクト学習の重視」という、科学技術を用
いて、いかに社会的課題に対応するかを重視した教育としての認識が広まっている。文部科
学省における『幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改
善及び必要な方策等について（答申）』においては、「STEM教育では、問題解決型の学習や
プロジェクト型の学習が重視されており、わが国における探究的な学習の重視と方向性を
同じくするものである。」(33)と記されていることから、科学技術分野における個別の知識・
スキルを超えた学びが求められていることがわかる。 

 
33)) 諸諸外外国国のの事事例例  
アメリカに並び STEM・STEAM 教育に力を入れている国として、オーストラリア、ニュ

ージーランド、台湾などが挙げられる。 
オーストラリアでは、国・州の施策として初等中等教育での STEM 教育実践が始まって

いる。「数学」や「科学」と並ぶ学習領域の一つとして「技術」があり、STEM は、主にこ
れら 3 つの科目で取り組まれる。ここでは「技術」における取り組みを紹介する。「技術」
は「デザインと技術」および「デジタル技術」から構成され、それぞれにおける学びの原則
（以下）が設定され、学習の重要な指針となっている。 

 
「デザインと技術」は、生徒が創造的で応用力の高いデザイナーになることを可能にする。

生徒が倫理的、法的、美的、機能的要因と、技術変化の経済的、環境的、社会的影響、そし
て技術の選択とその利用が持続可能な未来にどのように貢献するかを考えるとき、鋭い感
覚を持った意思決定者になるための知識、理解、スキルを身に付ける（筆者訳）(34)。 

 
「デジタル技術」は、現代および新しい情報システムとその実践が現在および将来のニー

ズを満たすために適用されるよう、生徒が変化を形成する立役者となることを可能にする。
学生が、データ・情報・プロセス・デジタルシステムを選択・使用・管理してニーズを満た
し、好ましい未来を形作るときに、情報システムに関する深い知識と理解により、創造的で
見識のある意思決定者になることを可能にする（筆者訳）(34)。 

 
「デザインと技術」では、生徒らが提案する作品や課題解決策に見出すべき要因（倫理・

法…）を示し、昨今の技術変化が与えうる影響を、持続可能な未来と関連付けるということ
が示されている。一方「デジタル技術」では、新しい技術を未来の社会にどう活用するかを
判断できる能力が求められる。いずれも将来的な視野を持つことおよび自ら意思決定がで
きることが強調され、技術と社会を関連付けるということに重きが置かれていると理解で
きる。 
以下の Northcote高校では、学年によって求められる到達レベルは異なるが、いずれのレ

ベルにおいても、デザインの概要説明、問題の調査、概念（アイデア）のスケッチ、最終的
な設計図（正確性）、評価の 5 つのステップが踏まれる(35)。例えば、「オーストラリアの発
明」と題したプロジェクトにおいて、7 年生の生徒らは、「先住民の文化と革新性」に関連
したテーマに沿って、作品のプロトタイプ（アイデアを形にした模型）を制作し、その概念
について説明する（図 3-8）。この際、正確性や設定した課題への適性は重視されず、幅広
く新しいアイデアや可能性を模索する「意欲」を伸ばすことが重視される。教員によれば、
それぞれの作品の効用や役割は正直よくわからないが、生徒らはいきいきとそれぞれの作
品について説明をするという。このプロジェクトを通して、その後の学習全体の雰囲気が作
られることから、この段階では「楽しい」という感覚が醸成されることが重要となる。こう
した創造的なステージを経て、エコ照明やスマートフォン用のパッシブスピーカーの開発
など（2021 年度に予定）、技術的・工学的な理解が必要となるプロジェクトへと発展し、正
確性や課題への適性も要求されることになる。 

 

 
図図 33--88  オオーースストトララリリアアのの 77 年年生生のの創創作作のの様様子子  

出典：Technology Education Online Exchange Forum にて Peter Murphy 氏の発表資料より 

 
台湾では、新しい「技術」のカリキュラムが導入され、主に「行う」「使う」「考える」の
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3 つのパートから成り立っている。「行う」では、道具に慣れ適切に使うこと、「使う」では
製品を適切に使い効果的に道具を選択すること、「考える」では批判的に創造的に考え、知
識を異なる分野で応用することが求められる。旧カリキュラムでは、自然科学と生活技術と
いう名称であったが、新カリキュラムでは「技術領域」という新たな領域が名称として与え
られ、そのなかに「生活技術」と「情報技術」の分野が設けられた。学びの内容としては、
製造、建設、通信、輸送の 4分野から、中学校では、メカニズムと構造、エネルギーとパワ
ー、電気と制御、新技術が組み込まれ、高校では、エンジニアリングデザイン、メカニズム
と構造、メカトロニクスと制御（STEM を含む）が組み込まれることとなった。このことか
らわかるように、情報技術や新しい技術への取り組みが強化されていることがわかる。また、
新しいカリキュラムの導入に応じて、現職教員ならびにこれから教員となる人は、メカトロ
ニクスやコンピュータ支援デザインなど、それぞれ 6単位（108 時間）・31単位の実習を含
む養成プログラムを受講することが求められる。 
実際の授業の例として、Chengyuan 高校の 7 年生向けの「構造の応用」という授業を紹

介する。生徒らは、建築物の構造について学習し、その後、耐震性能のある建築物の模型を
作製する。できあがった構造物に異なる震度を与え耐震性能のテストを実施し、設計した構
造の耐震性が十分でない場合は、壊れることもあり（図 3-9）、一連の作業を通して、どの
ような構造が揺れに強いかを体験を通じて学ぶ(36)。 

 

 
図図 33--99  台台湾湾のの 77 年年生生のの作作品品例例（（右右はは、、耐耐震震テテスストトにによよっってて壊壊れれたた様様子子））  

出典：Technology Education Online Exchange Forum にて Ku Chih-Jung氏の発表資料より 

 
22..33.. デデザザイインン思思考考教教育育  
11)) デデザザイインン思思考考のの概概念念  
デザイン思考（design thinking）は、アメリカのデザインコンサルティングファーム IDEO

社が 2004 年ごろに使い始め、製品デザインにおける人々の感情に踏み込み、実課題の理解
と解決を進めていくための手法が基にあるとされる(37)。端的に言えば、「課題解決に取り組
むために、デザイナーがアプローチする際のやり方(38)」となるが、こうしたデザイン思考の
他分野での応用という流れに加え、デザインの概念自体の拡張も指摘される。九州大学大学
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3 つのパートから成り立っている。「行う」では、道具に慣れ適切に使うこと、「使う」では
製品を適切に使い効果的に道具を選択すること、「考える」では批判的に創造的に考え、知
識を異なる分野で応用することが求められる。旧カリキュラムでは、自然科学と生活技術と
いう名称であったが、新カリキュラムでは「技術領域」という新たな領域が名称として与え
られ、そのなかに「生活技術」と「情報技術」の分野が設けられた。学びの内容としては、
製造、建設、通信、輸送の 4分野から、中学校では、メカニズムと構造、エネルギーとパワ
ー、電気と制御、新技術が組み込まれ、高校では、エンジニアリングデザイン、メカニズム
と構造、メカトロニクスと制御（STEM を含む）が組み込まれることとなった。このことか
らわかるように、情報技術や新しい技術への取り組みが強化されていることがわかる。また、
新しいカリキュラムの導入に応じて、現職教員ならびにこれから教員となる人は、メカトロ
ニクスやコンピュータ支援デザインなど、それぞれ 6単位（108 時間）・31単位の実習を含
む養成プログラムを受講することが求められる。 
実際の授業の例として、Chengyuan 高校の 7 年生向けの「構造の応用」という授業を紹

介する。生徒らは、建築物の構造について学習し、その後、耐震性能のある建築物の模型を
作製する。できあがった構造物に異なる震度を与え耐震性能のテストを実施し、設計した構
造の耐震性が十分でない場合は、壊れることもあり（図 3-9）、一連の作業を通して、どの
ような構造が揺れに強いかを体験を通じて学ぶ(36)。 

 

 
図図 33--99  台台湾湾のの 77 年年生生のの作作品品例例（（右右はは、、耐耐震震テテスストトにによよっってて壊壊れれたた様様子子））  

出典：Technology Education Online Exchange Forum にて Ku Chih-Jung氏の発表資料より 

 
22..33.. デデザザイインン思思考考教教育育  
11)) デデザザイインン思思考考のの概概念念  
デザイン思考（design thinking）は、アメリカのデザインコンサルティングファーム IDEO

社が 2004 年ごろに使い始め、製品デザインにおける人々の感情に踏み込み、実課題の理解
と解決を進めていくための手法が基にあるとされる(37)。端的に言えば、「課題解決に取り組
むために、デザイナーがアプローチする際のやり方(38)」となるが、こうしたデザイン思考の
他分野での応用という流れに加え、デザインの概念自体の拡張も指摘される。九州大学大学

院芸術工学研究院が提示する新しいデザイン思考教育の取り組みでは、デザインの領域が
「従来の形や色といった意匠的な成果を目的としたものから、体験を含む製品とサービス
や価値創造プロセス全体、さらにはビジネスモデル、社会システムの仕組みといったより広
範な分野」を包含することが指摘される(39)。さらに、「現状の課題に対する解決に限らず、
「未来はこうもあり得るのではないか」という「問い」の創造までを含むように」なってき
ているという(39)。このような思考方法を取り入れた教育をデザイン思考教育と呼ぶ。なお、
デザイン思考教育は、単にデザイン教育とも称されるが、本稿では、従来の意匠的意味での
デザインに関する教育と区別するため、デザイン思考を取り入れた教育手法をデザイン思
考教育と置く。 
課題解決のアプローチを基礎とするデザイン思考を実践するための一手法として、「ダブ

ルダイアモンド」モデルがある（図 3-10）(40)。1 つ目のダイアモンド（ひし形）が表す課
題発掘ステージと、2つ目のダイアモンドが示す課題解決ステージから構成され、課題発掘
ステージでは、課題の洗い出しによって多くのアイデア（懸念事項）を発掘し（discover）、
課題を絞り込み特定する（define）。課題の洗い出し（discover）では、単に課題を拡散させ
るのではなく、共感する（empathy）という言葉で説明されるように、自身の思い込みから
離れ、課題を抱える多様な主体（顧客やユーザー等）に寄り添うことが求められる。課題の
特定（define）では、課題の洗い出しで出された課題のなかで何が最も深刻か、優先的に対
処すべきは何か、などの問いかけを行いつつ課題を特定する。次に、課題解決ステージでは、
特定された課題に対処しうるあらゆる解決策を洗い出し（develop）、より良い方法を抽出し、
プロトタイプを作成しテストする（deliver）。解決策の洗い出し（develop）では、“define”
で特定した課題に対してあらゆる対処法を並べ、適用可能性や有効性などの観点から試行
錯誤を繰り返す。そして“deliver”では、“develop”で導き出した解決策を実行し、評価やフィ
ードバックを得る。このように、これらのフェーズを行き来しながら、最良の解決策を検証
する。 

 
出典：英国 Design Council の資料を元に筆者作成 

図図  33--1100  デデザザイインン思思考考ププロロセセススににおおけけるる「「ダダブブルルダダイイアアモモンンドド」」モモデデルル  
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22)) 高高校校ににおおけけるる試試行行的的取取りり組組みみ  
福岡市立福翔高等学校（以降、福翔高校）では、「SDGs チャレンジプロジェクト」と称

するデザイン思考教育を取り入れた試行授業が実施されている。同プロジェクトは、2019
年度から試行的に一部の生徒に向けて開講され、2021 年度より 3 年生全員を対象とした本
格的なスタートを切る。筆者は、2020 年度の夏休みから 10 月にかけて、1・2・3 年生の一
部の生徒に向けて試行的に開講された SDGs を課題としたデザイン思考教育に参加する機
会を得た。この試行授業は、九州大学大学院芸術工学研究院と連携して行われ、全授業に大
学のスタッフが参加し、デザイン思考についての概念説明やデバイス・アプリの利用等に関
する技術的支援が提供された。 

3 年生向けには、夏休み中の 3 日間を利用して、1 日 3時間ずつの集中講義として開講さ
れ、1・2 年生には、特定のプログラムを受講する生徒に対し、50 分×5 コマの授業時間が
設けられた。授業スタイルはいずれの学年も共通し、1 人 1 台の端末でオンラインホワイト
ボードアプリ「miro」を用いて、5-6 人のグループで情報共有、資料作成、発表を行った。
教材は、デザイン思考プロセスに沿って担当教員らが作成したレジュメ兼ワークシートを
用いた。授業の開始時や作業の切り替え時に、教員がパワーポイントやレジュメを用いて、
作業内容や注意点について簡単なレクチャーを行ったが、多くの時間が生徒の協議・制作時
間に充てられた。 
まず、授業の流れについて簡単に振り返る。デザイン思考の 1 つ目のダイアモンドに沿

って、生徒は、SDGsに関する経済・環境・国際問題等のなかから関心のあるテーマを持ち
寄り、KJ 法 iiiによって類似テーマをグルーピングし、グループ内の対話によって課題の絞
り込みを行った。課題を特定した後は、2 つ目のダイアモンドに沿って、課題解決法の洗い
出しを行った。まず、類似事例や技術・サービス等の事例についての情報収集を行い、方策
のメリット・デメリットを検討し自らのアイデアに落とし込んだ。さらに、友達や家族等に
アイデアを披露し、ヒアリングを行うなど、アイデアを深め検証する作業を経て解決策を導
出した。こうした作業を繰り返し、最終的にmiro上でポスターを作成し、グループ発表を
行い、成果を共有した。 
成果発表後の生徒の感想から 5 つの効果が確認できた（表 3-2）。1つ目は、SDGs への関

心の高まり、生活のなかにある革新技術の存在への気付きなど、学習の動機付けにつながる
もの、2つ目は、インターネットを用いた情報収集やデジタル機器を用いた情報整理などの
ICTを活用した学習体験、3 つ目は、統計データ等の参照や、課題の発掘から解決策の検証
までのプロセス（デザイン思考）の理解など、探究に必要な能力・スキルの習得、4 つ目は、
テーマや対象の掘り下げを通した課題についての知識の深まり、5つ目は、自分の意見を伝
えることの大切さや他者との意見の相違への気付きなど、グループワークにおける学びで
ある。 
                                                      
iii 1 枚の紙に 1 つずつアイデアを書き込み、全体を俯瞰しながら類似のカテゴリーに整理しながら、アイデアをま

とめていく発想法 

第３章　次世代に求められるダイバーシティ・ネクスト
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22)) 高高校校ににおおけけるる試試行行的的取取りり組組みみ  
福岡市立福翔高等学校（以降、福翔高校）では、「SDGs チャレンジプロジェクト」と称

するデザイン思考教育を取り入れた試行授業が実施されている。同プロジェクトは、2019
年度から試行的に一部の生徒に向けて開講され、2021 年度より 3 年生全員を対象とした本
格的なスタートを切る。筆者は、2020 年度の夏休みから 10 月にかけて、1・2・3 年生の一
部の生徒に向けて試行的に開講された SDGs を課題としたデザイン思考教育に参加する機
会を得た。この試行授業は、九州大学大学院芸術工学研究院と連携して行われ、全授業に大
学のスタッフが参加し、デザイン思考についての概念説明やデバイス・アプリの利用等に関
する技術的支援が提供された。 

3 年生向けには、夏休み中の 3 日間を利用して、1 日 3時間ずつの集中講義として開講さ
れ、1・2 年生には、特定のプログラムを受講する生徒に対し、50 分×5 コマの授業時間が
設けられた。授業スタイルはいずれの学年も共通し、1 人 1 台の端末でオンラインホワイト
ボードアプリ「miro」を用いて、5-6 人のグループで情報共有、資料作成、発表を行った。
教材は、デザイン思考プロセスに沿って担当教員らが作成したレジュメ兼ワークシートを
用いた。授業の開始時や作業の切り替え時に、教員がパワーポイントやレジュメを用いて、
作業内容や注意点について簡単なレクチャーを行ったが、多くの時間が生徒の協議・制作時
間に充てられた。 
まず、授業の流れについて簡単に振り返る。デザイン思考の 1 つ目のダイアモンドに沿

って、生徒は、SDGsに関する経済・環境・国際問題等のなかから関心のあるテーマを持ち
寄り、KJ 法 iiiによって類似テーマをグルーピングし、グループ内の対話によって課題の絞
り込みを行った。課題を特定した後は、2 つ目のダイアモンドに沿って、課題解決法の洗い
出しを行った。まず、類似事例や技術・サービス等の事例についての情報収集を行い、方策
のメリット・デメリットを検討し自らのアイデアに落とし込んだ。さらに、友達や家族等に
アイデアを披露し、ヒアリングを行うなど、アイデアを深め検証する作業を経て解決策を導
出した。こうした作業を繰り返し、最終的にmiro上でポスターを作成し、グループ発表を
行い、成果を共有した。 
成果発表後の生徒の感想から 5 つの効果が確認できた（表 3-2）。1つ目は、SDGs への関

心の高まり、生活のなかにある革新技術の存在への気付きなど、学習の動機付けにつながる
もの、2つ目は、インターネットを用いた情報収集やデジタル機器を用いた情報整理などの
ICTを活用した学習体験、3 つ目は、統計データ等の参照や、課題の発掘から解決策の検証
までのプロセス（デザイン思考）の理解など、探究に必要な能力・スキルの習得、4 つ目は、
テーマや対象の掘り下げを通した課題についての知識の深まり、5つ目は、自分の意見を伝
えることの大切さや他者との意見の相違への気付きなど、グループワークにおける学びで
ある。 
                                                      
iii 1 枚の紙に 1 つずつアイデアを書き込み、全体を俯瞰しながら類似のカテゴリーに整理しながら、アイデアをま

とめていく発想法 

うち、ICTを活用した学習体験、探究に必要な能力・スキル習得、課題についての知識の
深まりの 3 項目は、表 3-1 で示したイノベーション創出に必要な能力・素養のうち、「知識・
技術」に関する学びとして整理できる。また、学習の動機につながるものは、「関心を持つ
力」として、グループワークにおける学びは「行動に移す力」ととらえることができる。「価
値を創造する力」についての主観的評価は見られなかったものの、解決策として提示された
アイデアは、既存の技術の組み合わせや応用など、新しい価値につながるアイデアが盛り込
まれた（例えば、運転時のエアコン使用を減らすための車用グリーンカーテンやフードロス
を発生させないためのレシピを提案する冷蔵庫など）。課題を広く深く知ることで、さらに
課題間の関連付けや、技術の応用についてのアイデアが醸成されると考えられる。 

 
表表 33--22  試試行行授授業業ににおおけけるる生生徒徒のの主主観観的的効効果果  

 
  イノベーション創出に

求められる能力・素養 

学習の動機付けにつ

ながるもの 

 SDGs への関心の高まり 

 生活の中にある革新技術の存在への気付き 
→→ 関心を持つ力 

ICT を活用した学習

体験 

 インターネットを用いた情報収集 

 デジタル機器を用いた情報整理 

→ 知識・技術 
探究に必要な能力・

スキル習得 

 統計データ等の参照 

 課題の発掘から解決策の検証までのプロセス（デザイン

思考）の理解 

課題についての知識

の深まり 

 テーマや対象の掘り下げ 

グループワークにお

ける学び 

 意見を伝えることの大切さ 

 グループワークによる他者との意見の相違への気付き 
→→ 行動に移す力 

出典：筆者作成 

 
一方、課題としては、課題の具象化、課題・対象・解決策の論理的つながり、主体的な課

題認識の不足が挙げられる。各グループの課題を見ると、台風・自然災害、フードロス、生
活習慣病、気候変動など、大きなテーマが多く、特定の対象や状況を加味した絞り込みに余
地がある。コロナと家計を課題に選んだグループでは、家計に困る子どものいる家庭を対象
に選びつつも、解決策として提示されたアイデアは、ドローンによる日用品の購入であり、
ドローンの技術的なメリットと困窮家庭の課題がマッチしていない印象が残る。高校生ら
しい自由な発想がちりばめられたが、課題・対象者・対策の論理的つながりの弱さは多くの
グループに見られた。これらは、いずれもデザイン思考の最初のプロセスである課題発掘の
ための「共感」の不足に所以すると考えられる。今回の試行的授業は時間的制約があり、課
題への「共感」に至らなかったと考えられるが、ここからの気づきとしては、課題が誰にと
ってどんな影響を及ぼすかをより具体的にイメージすることが、課題解決に不可欠という
ことがわかる。 
デザイン思考は、人間中心のアプローチ（HCD: Human Centered Design）と言われる。
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統計データから導く合理的な解や企業や行政の供給者目線から提供される製品やサービス
ではなく、消費者や市民の視点でデザインすることが求められる(41)。「共感」による、課題
を抱える人の立場からの視点を重視する人間中心のアプローチを意識することで、試行授
業で観察された課題の具象化、課題・対象・解決策の論理的つながり、主体的な課題認識が
強化されると考えられる。 

 

3. 多様な学びからイノベーションの創出へ 

3.1. イノベーションの創出と多様な教育手法 
ここまで、ICT 活用教育、STEM・STEAM 教育、デザイン思考教育を取り上げ、それぞ

れにおいて習得が目指される能力や学習のプロセスを紹介した。ここで、冒頭で論じたイノ
ベーション創出に求められる 4 つの能力・素養との関係を整理し、多様な学びが社会のイ
ノベーションに与える影響について検討を加えたい。 
それぞれの教育手法で示された学習特性を取り出し、イノベーション創出に求められる、

①関心を持つ力、②知識・技術、③価値を創造する力、④行動に移す力の 4 つの能力・素養
に当てはめると、表 3-3のように整理できる。 
これらの学習特性は、イノベーション創出に寄与することが可能性として示されている

ものの、個々の特性の比重や学習の進め方によってその効果は大きく異なる。例えば、ICT
活用教育は、ICT の「活用」に主眼が置かれているが、どう活用するかが定められているわけ
ではなく、個々の関心に応じた探究型の学習が担保されるわけではない。幅広い表現・制作
についても同様で、活用方法として可能性を持つということに過ぎない。学校のカリキュラ
ムや個々の授業者がどこに重きを置くかに依存する部分が大きい。こうしたことから、学習
特性を生かしつつ、イノベーションを創出するための学びの比重について考える必要がある。

 新しい学習指導要領の実施に伴い、高校では 2022年度から「総合的な探究の時間」が始
まる。上述の福翔高校では、これまで試行授業として行ってきた SDGs チャレンジプロジ
ェクトを「総合的な探求の時間」を用いて、2021 年度より 3 年生全員を対象とした本格導
入に切り替える。また、市内の他の高校でも、探求を実践として取り入れ始めている。 
福岡市立福岡西陵高等学校（以降、西陵高校）では、1 年生が自治体や地域、企業から課

題を受け、1 年かけて解決策を模索する「アイデア屋」を実施し、2 年生になると、課題自
体を模索し解決策の提示まで行う「チャレンジ屋」を行うなど、地域とのつながりを深めつ
つ実践的な探究活動を行っている(42‒44)。18 歳選挙権の実現に伴い、高校生にとっても身近
なものとなった選挙における課題を選挙管理事務局に問い合わせたり、地元企業からの相
談を受け、商業施設のオープンスペースの活用方法について検討したりと、身近な地域社会
の課題に取り組んでいる。学習指導要領で示された方針をいかに日々の学習に落とし込む
かは、各学校や教員の取り組み姿勢に拠るところが大きいと言えるが、こうした実践型・探

第３章　次世代に求められるダイバーシティ・ネクスト
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統計データから導く合理的な解や企業や行政の供給者目線から提供される製品やサービス
ではなく、消費者や市民の視点でデザインすることが求められる(41)。「共感」による、課題
を抱える人の立場からの視点を重視する人間中心のアプローチを意識することで、試行授
業で観察された課題の具象化、課題・対象・解決策の論理的つながり、主体的な課題認識が
強化されると考えられる。 

 

3. 多様な学びからイノベーションの創出へ 

3.1. イノベーションの創出と多様な教育手法 
ここまで、ICT 活用教育、STEM・STEAM 教育、デザイン思考教育を取り上げ、それぞ

れにおいて習得が目指される能力や学習のプロセスを紹介した。ここで、冒頭で論じたイノ
ベーション創出に求められる 4 つの能力・素養との関係を整理し、多様な学びが社会のイ
ノベーションに与える影響について検討を加えたい。 
それぞれの教育手法で示された学習特性を取り出し、イノベーション創出に求められる、

①関心を持つ力、②知識・技術、③価値を創造する力、④行動に移す力の 4 つの能力・素養
に当てはめると、表 3-3のように整理できる。 
これらの学習特性は、イノベーション創出に寄与することが可能性として示されている

ものの、個々の特性の比重や学習の進め方によってその効果は大きく異なる。例えば、ICT
活用教育は、ICT の「活用」に主眼が置かれているが、どう活用するかが定められているわけ
ではなく、個々の関心に応じた探究型の学習が担保されるわけではない。幅広い表現・制作
についても同様で、活用方法として可能性を持つということに過ぎない。学校のカリキュラ
ムや個々の授業者がどこに重きを置くかに依存する部分が大きい。こうしたことから、学習
特性を生かしつつ、イノベーションを創出するための学びの比重について考える必要がある。

 新しい学習指導要領の実施に伴い、高校では 2022年度から「総合的な探究の時間」が始
まる。上述の福翔高校では、これまで試行授業として行ってきた SDGs チャレンジプロジ
ェクトを「総合的な探求の時間」を用いて、2021 年度より 3 年生全員を対象とした本格導
入に切り替える。また、市内の他の高校でも、探求を実践として取り入れ始めている。 
福岡市立福岡西陵高等学校（以降、西陵高校）では、1 年生が自治体や地域、企業から課

題を受け、1 年かけて解決策を模索する「アイデア屋」を実施し、2 年生になると、課題自
体を模索し解決策の提示まで行う「チャレンジ屋」を行うなど、地域とのつながりを深めつ
つ実践的な探究活動を行っている(42‒44)。18 歳選挙権の実現に伴い、高校生にとっても身近
なものとなった選挙における課題を選挙管理事務局に問い合わせたり、地元企業からの相
談を受け、商業施設のオープンスペースの活用方法について検討したりと、身近な地域社会
の課題に取り組んでいる。学習指導要領で示された方針をいかに日々の学習に落とし込む
かは、各学校や教員の取り組み姿勢に拠るところが大きいと言えるが、こうした実践型・探

求型の学びには、学校以外の関係者と協力していくことが重要となる。 
探究という名が表すとおり、これまでの、先生が教え生徒が学ぶというスタイルから、先

生がきっかけづくりを支援しつつも、生徒が自ら課題や答えを見つける学習スタイルが強
化されてきている。ここではやはり、「関心を持つ力」を育み、より深い学びへの入り口に
立つことが、イノベーション創出の鍵になるのではないだろうか。 
 

表表 33--33  多多様様なな教教育育手手法法ととイイノノベベーーシショョンンのの創創出出にに必必要要なな能能力力・・素素養養ととのの関関係係 

 ICT 活用教育 STEM・STEAM 教育 デザイン思考教育 

1） 関心を持つ力 
 個々の関心に応じた探

究型学習 
 社会貢献型学習  共感による課題認識 

2） 知識・技術 

 ICT を使いこなす能力 

 情報収集・整理・分析力

の向上 

 科学、技術、工学、数学

分野の能力・スキル 

 課題・解決策の情報収

集 

3） 価値を創造す

る力 

 表現・制作の幅の広が

り 
 問題解決型学習 

 課題の本質（共感）を基

点とする発想 

4） 行動に移す力 
 協働学習における参加

度の高まり 

 プロジェクト学習 

 実践型学習 

 プロトタイプ・テストに

よる実践 

出典：筆者作成 

 
33..22.. 知知識識・・ススキキルルのの先先ににああるるもものの「「好好奇奇心心・・学学習習動動機機のの形形成成」」  

PISA によれば、日本の生徒は、数学的・科学的リテラシーの水準が高い。一方で、チャ
ットやゲームなどで端末やインターネットを利用しているにもかかわらず、学習には活用
されていない実態がある。GIGA スクール等の国の政策では、ICT 環境や ICT の知識・技
術を、社会の課題解決に転換することが目指される(45)。しかし、デザイン思考教育の試行的
取り組みの観察からも明らかとなったように、社会課題の解決能力に加え、「共感」から知
る真の課題を発掘する力や課題に向き合う姿勢、すなわち学習の動機の形成が、そうした社
会課題の解決力の基礎となる。 

OECD のイノベーション人材ポリシーでは、昨今の技術革新のスピードを鑑みると、常
にスキルや知識の更新が求められることから、生涯学習の必要性を説いている(46)。イノベ
ーション創出に必要な知識・技術を常にアップデートするためにも、生涯学びを続ける姿勢
が必要という指摘である。台湾のデジタル担当大臣オードリー・タン氏は、これからの教育
において「自ら学習の動機を探すこと」が最も重要になると指摘する(47)。個々人の内側から
発せられた学習への情熱があれば、学校教育から離れてからも主体的な学びが続けられる
からである。『教えない授業』の筆者、山本崇雄氏は「多様化する社会では、テストのため
の勉強ではなく、自分のやりたいことを実現するための学びが重要(48)」と指摘する。これら
に共通して言えることは、自ら課題に関心を持ち、内的な動機の形成を重視している点であ
る。このことは、人の学び続ける姿勢の形成と、課題に「共感」し課題に向き合う能力の育
成の比重を高めることが求められる。 
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44.. 第第 33章章ののままととめめ  

イノベーションの創出には、基礎的な知識・技術に加え、自ら課題を発掘し解決する能力、
さらには、課題に強い関心興味を抱き、わくわく感を持って課題に向かう姿勢が求められる。
しかし、ここまで見てきた通り、現状としては、知識・技術への偏りが示唆される。ここで
は、教育分野におけるイノベーション創出に必要な能力・素養を中心に見てきたことから、
「行動に移す力」については現状を測る情報が不足するものの、「知識・技術」に比べ、「関
心を持つ力」や「価値を創造する力」の強化が今後必要となることが示された。課題の解決
にとどまらず、新たな価値を創出するイノベーション（図 3-1）をもたらすためには、図 3-
11 で示す通り、学びにおける重みづけを再考する必要があるのではないか。つまり、既に
証明されている高い知識・技術力を実社会で生かすためには、課題に共感し関心を持つ仕掛
けづくりと、前例や既存のシステムにとらわれず自由な発想を促し新たな価値の創造に注
力する学びが求められる。 

 
出典：筆者作成 

 
ICT活用教育、STEM・STEAM 教育、デザイン思考教育は、いずれも、イノベーション

創出と高い親和性が認められるものの、単元目標に沿った教科書やカリキュラムが存在す
るわけではない。また、従来の学校・教育関係者のみで取り組むには、新たな知識・スキル
の習得や指導方針の検討、カリキュラム編成など負担が大きい。民間企業、大学、研究機関、
地域コミュニティなど、多様なアクターとともに組み立てていくことが必須となろう。福岡
市においては、ICT・プログラミング教育における民間の技術支援や、福翔高校でのデザイ
ン思考教育実践における九州大学との連携、西陵高校の「アイデア屋」における地域や企業
からの課題提供など、すでに多様なアクターと連携しながら多様な学びに挑戦してきてい
る。このように、実社会に触れ、多様な学び・探究的な学びに触れる機会を増やすことで、
都市が抱える課題の解決にとどまらず、新たな価値を導くイノベーションへの道筋が見え
てくるだろう。 

図図  33--1111 イイノノベベーーシショョンン創創出出にに求求めめらられれるる能能力力・・素素養養のの強強化化イイメメーージジ  

現現状状  今今後後  

第３章　次世代に求められるダイバーシティ・ネクスト
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44.. 第第 33章章ののままととめめ  
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11.. ダダイイババーーシシテティィ・・ネネククスストトががイイノノベベーーシショョンン創創出出にに与与ええるる影影響響  

本研究では、顕在化された課題をいかに効率的に解決するかではなく、全くのゼロから創
造する力を育み、人々の営みをいかに豊かにするかという考察の過程において、「ダイバー
シティ・ネクスト」というアプローチを提案し、多様なキャリア形成、文化創造的活動、次
世代の育成の 3 側面から考察を行った。 
都市のイノベーションを生み出し続けるためには、「ダイバーシティ・ネクスト」が必要

であるという仮定のもと、それがイノベーション創出に与える影響について考察を重ねた。
「ダイバーシティ・ネクスト」は、序章で述べた通り、個々人の属性の多様性ではなく、個々
人が多様な選択肢を有することであると定義した。これを踏まえ、ここまでの議論を「ダイ
バーシティ・ネクスト」の視点で再整理し、その影響を検討する。 
第 1章の多様なキャリア形成に関する「ダイバーシティ・ネクスト」は、様々な経験や体

験を通じたスキル習得を可能とするような、社会人の学び直しや働き方における多様な選
択肢であった。社会人の学び直しの制約要因となっている時間や場所の融通性が高まるこ
とで、社会人の学び直しが促進される可能性を指摘した。とりわけ、学ぶ人を取り巻く環境
変化として、副業・兼業、テレワークのような柔軟な働き方に着目した。柔軟な働き方の実
現に伴う、様々な経験やスキル習得機会の増加や仕事以外の活動に時間を使う可能性の高
まりが示された。加えて、教育機関やオンラインを含む様々な人たちが参加し意見や発想を
磨くための学びの場、さらには多様な他者との交流・連携して新たな気づきや発想を得る場
のように、学びの機会も多様化していることがわかった。学び直しを通じて新たな知識や技
術、発想力という多様なキャリアを形成した人たちが、これからの新たな産業、サービス、
ビジネスを担う人材となり得ることを示した。 
第 2章の文化的活動における「ダイバーシティ・ネクスト」は、仕事・プライベートの境

を越えて、多様な主体が、多様な活動と交流を行う環境を充実することで広がる人の可能性
であった。ここでは、文化的活動が生み出す価値や、人の創造性を高める効果により、都市
のイノベーションが促されることを指摘し、文化的活動環境が、都市の魅力や評価の向上に
も寄与することを示した。福岡市は、多様な文化的活動が盛んな都市で、クリエイティブ産
業や人材が集積してきた強みがいかされる。また、福岡市が先駆的に取り組んできたスター
トアップの支援活動を参考に、文化的活動に携わる人や交流を促し、文化的活動分野でのエ
コシステムを構築することで、多様な価値を生み出し続けるとともに、内外の創造的人材を
呼び込む好循環にもつながることを示した。 
第 3章の次世代の育成における「ダイバーシティ・ネクスト」は、知識・技術の習得にと

どまらず、実践型、社会貢献型、分野横断型の学びの場において、子どもらが自らの関心に
応じて探究できる環境であった。ここでは、次世代に着目し、イノベーションの創出に求め
られる能力・素養の整理から、多様な学びがイノベーション創出に与える影響を事例を通し
て考察した。基礎学力など基本的な「知識・技術」に加え、応用力や発想のプロセスを重視

終　章
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11.. ダダイイババーーシシテティィ・・ネネククスストトががイイノノベベーーシショョンン創創出出にに与与ええるる影影響響  

本研究では、顕在化された課題をいかに効率的に解決するかではなく、全くのゼロから創
造する力を育み、人々の営みをいかに豊かにするかという考察の過程において、「ダイバー
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であるという仮定のもと、それがイノベーション創出に与える影響について考察を重ねた。
「ダイバーシティ・ネクスト」は、序章で述べた通り、個々人の属性の多様性ではなく、個々
人が多様な選択肢を有することであると定義した。これを踏まえ、ここまでの議論を「ダイ
バーシティ・ネクスト」の視点で再整理し、その影響を検討する。 
第 1章の多様なキャリア形成に関する「ダイバーシティ・ネクスト」は、様々な経験や体

験を通じたスキル習得を可能とするような、社会人の学び直しや働き方における多様な選
択肢であった。社会人の学び直しの制約要因となっている時間や場所の融通性が高まるこ
とで、社会人の学び直しが促進される可能性を指摘した。とりわけ、学ぶ人を取り巻く環境
変化として、副業・兼業、テレワークのような柔軟な働き方に着目した。柔軟な働き方の実
現に伴う、様々な経験やスキル習得機会の増加や仕事以外の活動に時間を使う可能性の高
まりが示された。加えて、教育機関やオンラインを含む様々な人たちが参加し意見や発想を
磨くための学びの場、さらには多様な他者との交流・連携して新たな気づきや発想を得る場
のように、学びの機会も多様化していることがわかった。学び直しを通じて新たな知識や技
術、発想力という多様なキャリアを形成した人たちが、これからの新たな産業、サービス、
ビジネスを担う人材となり得ることを示した。 
第 2章の文化的活動における「ダイバーシティ・ネクスト」は、仕事・プライベートの境

を越えて、多様な主体が、多様な活動と交流を行う環境を充実することで広がる人の可能性
であった。ここでは、文化的活動が生み出す価値や、人の創造性を高める効果により、都市
のイノベーションが促されることを指摘し、文化的活動環境が、都市の魅力や評価の向上に
も寄与することを示した。福岡市は、多様な文化的活動が盛んな都市で、クリエイティブ産
業や人材が集積してきた強みがいかされる。また、福岡市が先駆的に取り組んできたスター
トアップの支援活動を参考に、文化的活動に携わる人や交流を促し、文化的活動分野でのエ
コシステムを構築することで、多様な価値を生み出し続けるとともに、内外の創造的人材を
呼び込む好循環にもつながることを示した。 
第 3章の次世代の育成における「ダイバーシティ・ネクスト」は、知識・技術の習得にと

どまらず、実践型、社会貢献型、分野横断型の学びの場において、子どもらが自らの関心に
応じて探究できる環境であった。ここでは、次世代に着目し、イノベーションの創出に求め
られる能力・素養の整理から、多様な学びがイノベーション創出に与える影響を事例を通し
て考察した。基礎学力など基本的な「知識・技術」に加え、応用力や発想のプロセスを重視

する「価値を創造する力」、人とつながる力や実行力などの「行動に移す力」が求められる
なかで、最も強化すべきは「関心を持つ力」であることが示された。先の見通せない現代に
おいて、自ら課題を発掘し解決に導くには、課題の当事者に共感し、問題の核心に迫る必要
がある。課題に関心を持つことで、多様な視点から物事を見ることにつながり、また深く掘
り下げることにつながる。関心を持つ力の育みにより、自ら考え行動する素地が形成され、
これまで積み上げてきた知識・技術が社会の価値創出に活かされることを示した。 
このように、多様な選択肢を持つことにより、人々は創造性を育み、新たな価値を形成す

るイノベーションを生み出していくということが言える。 
 

22.. ダダイイババーーシシテティィ・・ネネククスストトのの実実現現にに向向けけたた提提言言  

序章において、イノベーション力の高い都市には、産業の集積と人材育成の 2 点におい
て強みが見られること、また、異なる業界で働いた経験や出身国の多様性、多様な職務経歴
がイノベーションに正の影響を与えることが確認された。こうした条件を包含する「ダイバ
ーシティ・ネクスト」を基準として見た場合、福岡市はどのような立ち位置にあったであろ
うか。福岡市は、多様性への寛容度が高いことや起業風土が醸成されていること（序章）、
多様なスキルアップや他者との交流機会に恵まれ、キャリア形成の多様な選択肢が存在す
ること（1 章）、文化・スポーツに関わる機会ならびに一流の活動を近くで感じる機会が豊
富にあること（2 章）、次世代の要請に応じた探求的・実践的な学びの取り組みに意欲的に
取り組んでいること（3 章）など、多様な局面で、「ダイバーシティ・ネクスト」の実現に
寄与する傾向が確認された。 
ただし、日本の特徴として、修士・博士課程など、より深い学びの機会を得る人口が少な

いことや、子どもたちの困難に立ち向かう能力、いわゆる GRIT と呼ばれる力が弱いこと
が明らかとなった（3 章）。また、福岡市においては、起業家精神にあふれる一方で、独自
の産業の形成や国際的な産業形成に伸びしろがあること（序章）、コンパクトな街の形状か
ら、通勤時間が短く自由に活動の選択ができる時間を持つものの十分に生かし切れていな
いことが指摘された（2章）。 
以上のことから、福岡市は、人、時間、場所、機会などにおける多様な選択肢の優位性を

存分に生かし、年代や職種、分野を超えた人々の間で活発な議論が交わされ、多くの挑戦を
促し、失敗を許容する都市として成長を続けることでイノベーション力がさらに高まると
考えられる。 
また、様々な局面において多様な選択肢が生まれることで、人々の応用力や発想力が高ま

り、社会の変化に応じてしなやかに変化を続けることが可能となり、都市のレジリエンスの
向上にもつながることが示唆された。さらに、働く・愉しむ・学ぶ機会の多様化だけでなく、
その概念自体の境界や、仕事とプライベートの境界があいまいになり、枠にとらわれない創
造性豊かな活動が推奨される機運も見られる。こうした、個々人に見合った方法で挑戦する
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ことや、刺激を受ける他者・環境の存在は、他都市から人を引き付ける魅力となる。このよ
うに、属性や表面的なダイバーシティではなく、我々一人ひとりが多様な選択肢を持つ「ダ
イバーシティ・ネクスト」を多面的に実現していくことで日常にイノベーションがあふれる
都市が見えてくる。 
福岡市においては、多様な主体が多様な分野において、失敗を恐れず挑戦することを歓迎

し、促進する風土をさらに高めていくことが望まれる。「福岡未来創造プラットフォーム」
のような産学官による交流・連携の場や起業を支援する Fukuoka Growth Next、エンジニア
の育成交流の場となるエンジニアカフェなどは、「ダイバーシティ・ネクスト」実現の場の
一例であり、市内外問わず他者との交流が活発化し、刺激し合う風土の形成に貢献している
と言える。このように、個々人に多様な選択肢が与えられ、創造・探究・交流を行う機会に
恵まれた都市を目指すことで、イノベーション都市福岡のさらなる発展が期待される。 

終　章
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おわりに 
今回の報告書では、「ダイバーシティ・ネクスト」という聞きなれない単語を

表題として掲げているため、何についての研究？と不思議に思われた方

も多かったのではないでしょうか。本研究では、従来のダイバーシティを一

歩先へと進め、一人一人の属性ではなく、一人一人の選択肢の多様性に着

目し、あらゆる分野における多様な選択肢が都市のイノベーションを生む、

という仮定のもと考察を重ねました。 

ダイバーシティという単語は、近年、インクルージョン（＝包摂）という単語

とともに登場することが常となってきました。いかなる多様性も包摂され

るという意味において、本報告書で提唱する「ダイバーシティ・ネクスト」は、

前提条件なしに一人一人が多様な選択肢を持つという同義のメッセージ

を発信しています。服や色、住むところ、食べるもの、職業、話し方など、

様々な局面において私たちが選ぶ権利を持つというだけでなく、これらの

局面における「ダイバーシティ・ネクスト」が都市のイノベーションにつなが

るという新たな価値を位置づけています。 

多くの書籍やメディアが注目するように、福岡市は、新たな挑戦を生み出

す期待に満ち、活況のある都市として成長を遂げています。しかし、感染

症に加え、全国的には、人口減少や若者の流出などに悩む都市も多く、日

本全体としても、今後数十年をかけて人口は半減していくと予想されてい

ます*。今後、私たちが指針としていくべきは、人口規模や経済規模ではあ

りません。100 人 100 色の柔軟な視点や発想で先の見えない未来を描

き、新たな時代に求められる新たな価値を創り続けていくイノベーション

こそが求められます。本報告書で示した「ダイバーシティ・ネクスト」が一歩

一歩具現化することで、個々が触発されて、多様な人々や団体と交流しな

がら、相乗的にイノベーションが促進されることを祈願いたします。 

 

公益財団法人 福岡アジア都市研究所 

 

* 総務省「日本の統計 2018」 
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